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論文要旨 

近年では、耐震設計のレベル 2を上回る地震動により杭基礎が損傷し、鉛直支持力を失う

ことで建物機能を喪失する被害が発生している。逼迫する都市直下地震や南海トラフ巨大地

震においても極大地震の発生が予測されており、杭基礎の高耐震化が不可欠である。しかし、

極大地震における杭基礎の挙動は、地盤－杭－上部構造連成系の非線形相互作用により複雑

となる。そこで本論文では、極大地震における群杭基礎の水平抵抗と杭被害のメカニズムを

解明し、杭基礎の耐震設計の高度化に資することを目的とする。本論文は以下の 6章から構

成される。 

第 1章「序論」では、極大地震で杭基礎建物に発生する非線形相互作用と過去の杭被害に

ついて既往文献を調査し、本論文の位置付けを明確にするとともに、研究目的を示した。 

第 2章「群杭基礎建物の模型振動台実験と解析検討」では、乾燥砂地盤内に設置した 25本

群杭模型を対象に、振動台を用いた地震波入力による加振実験と三次元有限要素法によるシ

ミュレーション解析を行った。その結果、入力レベルが大きくなるにつれて、地盤－群杭－

上部構造連成系の固有振動数は小さくなり、地盤の非線形性が杭基礎建物の地震応答に大き

な影響を与えることを示した。杭頭に生じる曲げモーメントは、隅杭で最も大きく、次いで

側面杭、中央杭の順に小さくなり、群杭中の杭位置によって違いが見られた。しかし、入力

レベルが大きくなるにつれ、杭位置による杭の曲げモーメントや分布形状の違いは小さくな

ることを示した。三次元有限要素法による解析結果は、入力レベルの違う上部構造および群

杭の応答特性ともに実験結果と良い対応を示し、解析法の有効性を示した。 

第 3章「静的水平載荷解析による群杭基礎の杭周水平地盤抵抗」では、実大群杭の三次元

有限要素法を用いた解析により、杭本数、杭配置、杭間隔、地盤条件および加力方向を変え

て群杭の杭一本ごとの杭周地盤抵抗を算出した。その結果、群杭の杭周地盤抵抗は、小変位

時には隅杭で大きく中央杭で小さくなるのに対し、大変位時には前面杭で集中して大きくな

り、杭位置によって杭周地盤の抵抗性状が異なることを明らかにした。また、粘土地盤に比

べ砂質地盤では、杭間隔が狭い場合に杭位置による杭周地盤抵抗の違いが顕著になることを

示した。杭周地盤抵抗の加力方向による方向性は、特に隅杭では大きな地盤反力が発生する

加力方向の範囲が広いことを示した。 

第 4章「1995年兵庫県南部地震での杭被害解析」では、1995年兵庫県南部地震の震度 7地

域で杭頭が損傷した杭基礎建物を三次元有限要素法で正確にモデル化し、建設地点で計算し

た工学的基盤波を入力動とする被害解析を行った。その結果、上部構造の応答層せん断力は

保有水平耐力を下回り、被害状況と概ね対応した。建物北西部で発生した杭頭被害の原因に

ついては、杭本数が少ない独立フーティングのために杭周地盤抵抗が大きくなり上部構造の

慣性力の分担が大きくなったこと、さらに建物北東部にあった隣接建物の存在により北西部

の杭に大きな慣性力が生じたことを示した。また、上部構造からの慣性力とほぼ同時に大き

な地盤変位が同方向に杭に作用したために、杭頭での塑性化が進行したことを明らかにした。 
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第 5章「2016年熊本地震での杭被害解析」では、2016年熊本地震の KiK-net益城地点での

観測波を入力動として、擁壁に囲まれた段差地盤上に建つ仮想杭基礎建物の応答解析を三次

元有限要素法を用いて行った。本解析では杭基礎として、1次設計に準拠した断面性能をも

つ場所打ち RC杭を想定した。入力動が大きかった建物長辺方向では、上部構造からの慣性

力と地盤変位が同時に作用したことにより杭頭の曲げモーメントが大きく、さらに地中部で

は地盤変形による曲げモーメントが大きくなり、杭被害が発生している可能性を示した。一

方、入力動が小さかった建物短辺方向では、圧縮方向の変動軸力が大きくなる杭で曲げモー

メントが大きくなる結果であったが、被害の程度は長辺方向に比べ小さくなることを示した。

また、擁壁の存在により地盤応答が杭位置で異なるために、擁壁に近い位置の杭頭で曲げモ

ーメントが増大しており、擁壁をもつ段差地盤上の杭基礎の設計では擁壁地盤の影響を適切

に考慮する必要があることを示した。 

第 6 章「結論」では、本研究で得られた成果を総括するとともに、今後の課題をまとめ、

本論文の結論とした。 
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第 1章 序論 

 

1.1 研究背景 

1995年兵庫県南部地震や 2011年東北地方太平洋沖地震では、設計用レベル 2の地震動をは

るかに上回る大振幅地震動が観測され、杭基礎の被害が多数発生した例えば 1.1), 1.2)。被害建物の

中には上部構造の損傷は軽微であったにも拘らず、杭基礎の損傷によって建物の鉛直支持力

が失われ、上部構造全体が傾斜することによって建物を継続使用できなくなった事例も報告

されている例えば 1.3)。建物の耐震設計法を顧みると、上部構造については、1981 年のいわゆる

新耐震設計法の導入以降、極めて稀に発生する地震動（レベル 2 地震動）に対してある程度

の損傷を許容して安全性を確認する 2 次設計が一般的に行われている。一方、杭基礎につい

て見ると、多くの建物では中小地震時に杭応力が短期許容応力度以下に留まることを確認す

る 1 次設計のみが要求されており、2 次設計が行われるのは超高層建物などの一部の建物に

限られる 1.4)。杭基礎を含めた建物全体を高耐震化するためには、大地震時の杭基礎の耐震性

能を明確にし、杭基礎の耐震性を上部構造と同等かそれ以上に引き上げる必要がある。さら

に、逼迫する南海トラフ巨大地震や都市直下地震でも大振幅地震動の発生が予測されており

1.5)、極大地震を見据えた杭基礎の応答評価法の構築が急務となっている。 

地震時の杭応力は、地盤－構造物の動的相互作用の影響を受ける。動的相互作用は、上部

構造の振動が地盤に伝わることによる「慣性の相互作用」と、基礎が近傍地盤を幾何学的に

拘束することによる「入力の相互作用」に大別される 1.6), 1.7)。慣性の相互作用は、地盤との連

成による建物の固有周期の長周期化や逸散減衰の増大として現れ、応答解析では「動的地盤

ばね」として考慮される。入力の相互作用は、基礎の存在によって基礎への実効入力動が自

由地盤の地表面の地震動と異なることであり、「基礎入力動」として考慮される。両相互作用

と杭基礎に作用する外力との関係を見ると、慣性の相互作用は上部構造の応答を基礎固定時

とは異なるものにし、基礎部材を介して杭頭に作用する水平力に影響を及ぼす。入力の相互

作用は地盤震動による杭体への強制変位入力となる。 

さらに、レベル 2 を上回る極大地震動が杭基礎建物に入力された場合には、敷地地盤の非

線形性(Site Nonlinerity)、杭基礎近傍地盤の非線形性(Local Nonlinearity)、および基礎構造や上

部構造の非線形性(Structure Nonlinerity)が杭基礎の応答に影響を及ぼす 1.8)。図 1-1に地盤－杭

－上部構造連成系で発生する強非線形挙動を示す。敷地地盤の非線形性は、建物への入力動

を考える上でまず考慮すべきものであり、建物敷地の自由地盤、すなわち建物が存在しない

と仮定した地盤の非線形応答解析を行うことによって考慮できる。非線形応答解析では、自

由地盤地盤のせん断ひずみに依存したせん断剛性の減少や履歴減衰の増大、および液状化時

における有効応力の低下として取り入れる。次に、杭基礎近傍地盤の非線形性として、慣性

の相互作用によって基礎近傍地盤に大きな変形が生じることによる材料非線形と、地盤－基

礎の境界の滑り、剥離、浮上りによる非線形性がある。特に杭が密に配置された群杭では、 
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杭どうしの相互干渉、いわゆる群杭効果が発生し、杭位置や杭の前後面において杭基礎近傍

地盤の非線形性の性状が異なる。杭の水平地盤抵抗には、以上で述べた敷地地盤および杭基

礎近傍地盤の非線形性が複合した非線形性が影響する。最後に、構造物の非線形性として、

基礎構造や上部構造の塑性化による部材の剛性低下がある。上部構造の損傷による建物剛性

の低下は、慣性の相互作用を低減させる。また、基礎構造の損傷は建物の鉛直支持力や基礎

入力動を急変させることから、建物応答に大きな影響を与える。以上のように、これらの強

非線形性は杭に作用する外力や杭の水平抵抗メカニズムを一変させるものであり、如何に杭

基礎建物の応答解析モデルに取り入れるかが重要となる。 

 上記の非線形相互作用を考慮できる杭基礎建物の応答解析法として、三次元非線形有限要

素法がある。本手法は解析コストや計算負荷の面でまだまだ課題を有するものの、近年の計

算機技術の発展を背景として利用が増えつつある。本手法によれば、地盤や基礎構造および

上部構造の材料非線形と、地盤－基礎の境界の滑り、剥離、浮上りによる非線形性を含めた

地盤－群杭系の三次元的な応力伝達性状を考慮できる。さらに、モデル化によっては杭基礎

建物の部材レベルでの応答を算出することができ、極大地震に対する杭基礎の損傷メカニズ

ムを解明する上で有用なツールとなる。 

一方、杭基礎建物のより簡便な応答評価モデルとして、杭を曲げせん断棒にモデル化した

質点系モデルがある。図 1-2 に質点系モデルの模式図を示す。質点系モデルは、上部構造と

杭の応答をそれぞれ独立に算出する「分離型モデル」と、上部構造と杭を一体としてモデル

化する「一体型モデル」に大別される 1.6)。分離型モデルでは、最初に上部構造モデルの基礎

底面に地盤－群杭系の抵抗を表す「杭頭ばね」を設けたスウェイ・ロッキングモデルによっ

て上部構造の応答を求める。一体型モデルでは杭と上部構造の応答を同時に求めることがで

きるが、そのためには杭周地盤の抵抗を「杭周地盤ばね」としてモデル化する必要がある。 

地盤の塑性化
・液状化

杭体の
損傷

杭周地盤の
非線形性

上部構造の
損傷

杭周地盤の
滑り・剥離

側方地盤の
塑性化・滑り

側方地盤の
剥離

基礎の
浮き上がり

図1-1 地盤－杭－上部構造連成系の強非線形性

群杭効果
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また多本杭のモデル化として、全ての杭を 1本の杭に集約してモデル化する「杭集約モデル」

と、一本一本の杭をモデル化する「杭全体モデル」がある 1.6)。杭集約モデルでは、杭周地盤

ばねに群杭係数を乗じることで群杭効果を考慮でき、多本杭の平均的な応答を算出できる反

面、一本一本の杭応力を直接的に算出できない。これに対して、杭全体モデルでは杭一本一

本で異なる杭応力を直接的に評価できる反面、モデル化にあたっては各杭で異なる杭周地盤

抵抗を杭周地盤ばねとして適切にモデル化する必要がある。しかしながら、1.2節で述べるよ

うに、杭周地盤ばねに着目した研究は杭頭ばねに関するものに比べ少なく、群杭の杭一本ご

との杭周地盤ばねの特性を明らかにする必要がある。 

 以上のような背景の下、本論文では極大地震における群杭基礎の水平抵抗の解明を目的と

する。特に本論文で着目する非線形現象は、図 1-1 に示した項目のうち、下記について検討

する。 

・敷地地盤の塑性化による非線形性 

・杭周地盤の塑性化による非線形性 

・杭周地盤の滑り、剥離による非線形性 

・杭配置や地盤条件、加力方向によって異なる群杭効果 

・杭体の損傷による非線形性 

研究方法としては、模型振動台実験に基づく実証研究と三次元有限要素法に基づく解析研究

により、群杭基礎の杭位置による杭周地盤抵抗（杭周地盤ばね）の諸特性を明らかにする。

さらに、現行の耐震設計のレベル 2 を上回る大振幅地震動を経験した実大杭基礎建物の応答

解析により、極大地震における杭の被害要因を明らかにする。 

  

図1-2 杭基礎の質点系モデルの模式図

KR KS

ks

ks k’s

KS：スウェイばね
KR：ロッキングばね
ks：集約杭の杭周地盤ばね
k’s：杭ごとに異なる杭周地盤ばね

杭頭ばね

分離型モデル
杭集約モデル 杭全体モデル

一体型モデル

KR
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1.2 既往研究の調査 

本節では、本論文の位置付けを明確にするために、以下の観点から杭基礎の水平抵抗に関

する既往の研究をまとめて示す。 

①杭基礎建物の応答解析モデル 

②地盤－杭－上部構造連成系の強非線形性 

③杭基礎建物の地震被害 

 

1.2.1 杭基礎建物の応答解析モデル 

地盤－杭－上部構造連成系の動的相互作用を考慮した応答解析モデルとして、上部構造と

杭基礎の応答を別々に算出する「分離型モデル」と、上部構造と杭基礎を連成させた「一体

型モデル」がある。分離型モデルは地盤－構造物系を幾つかの部分系に分けて解く動的サブ

ストラクチャー法に基づいており、後述する一体型モデルに比べ解析自由度が小さく、部分

系の解析にはそれぞれに適した解析手法を適用できる利点がある。代表的なモデルとして、

上部構造モデルの基礎部にスウェイばねとロッキングばねを取り付けた「スウェイ・ロッキ

ングモデル」がある。一方、一体型モデルとしては「質点系モデル」や「有限要素法モデル」

がある。以下に、各モデルについて概説する。 

 

(1) 分離型モデル（スウェイ・ロッキングモデル） 

スウェイ・ロッキングモデルでは、建物を質点系、地盤－杭系の持つインピーダンスをば

ねとダッシュポットに置き換える。地盤－杭系のインピーダンスは弾性波動論 1.9)-1.14)や薄層

要素法 1.15)-1.17)、境界要素法 1.18)、有限要素法 1.19),1.20)などによって評価できる。動的サブスト

ラクチャー法は重ね合わせの原理に基づいているため、スウェイばねとロッキングばねに非

線形性を取り入れることが困難である。また、杭応力はスウェイ・ロッキングモデルからは

直接的に求められないため、応答変位法などで別途検討する必要がある。 

 

(2) 質点系モデル 

質点系モデルでは、杭を曲げせん断棒と質点、杭周地盤抵抗を杭周地盤ばねに置換する。

杭基礎のモデル化によって、群杭を一本杭に集約してモデル化する「杭集約モデル」と多本

杭のままモデル化する「杭全体モデル」に分けられる。杭集約モデルの代表的なものが、い

わゆる Penzien モデル 1.21)である。杭集約モデルは杭全体モデルに比べ解析自由度が小さく、

多本杭の平均的な応答を簡易に把握できる反面、一本一本の杭応力を直接的に算出できない。

一方、杭全体モデルでは杭一本一本の応力を直接的に評価できる。酒向ら 1.22)は、変動軸力に

よる杭体の塑性化によって圧縮側の杭と引張側の杭の応答に差異が生じることを示している。

齋藤ら 1.23)と土方ら 1.24)は、発破震動を利用した杭基礎の振動実験のシミュレーション解析を

多本杭のまま行っている。木村ら 1.25)は、基礎梁が柔な場合に端杭の杭応力が小さくなること
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を示している。引田ら 1.26)は、杭一本一本で異なる杭周地盤抵抗、基礎梁の柔性および変動軸

力を同時に考慮し、各因子が杭一本ごとの応答に及ぼす影響を分析している。 

杭集約、杭全体の両モデルに共通して、杭周地盤ばねを適切にモデル化することが重要と

なる。特に杭全体モデルでは、杭一本一本で杭周地盤ばねが異なってくる。以下に既往の杭

周地盤ばねの評価方法を概説する。 

 

a) 基礎構造設計指針の方法 

基礎構造設計指針 1.27)では、杭周地盤ばねの力－変形関係を、非線形性を考慮して(1-1)式の

通りに与えている。 

 









cm1.0for

cm1.00for16.3

2/12/1

00

0

yyykp

yykp

h

h
 ただし、 ypp     (1-1) 

ここに、p：杭周地盤反力、kh0：基準水平地盤反力係数、y：水平変位量、y0：=1cm、py：塑

性水平地盤反力 

基準水平地盤反力係数は(1-2)式で与えられる。 

 
4/3

00

 BEkh         (1-2) 

ここに、：評価法により決まる係数、：群杭の影響を考慮した係数、E0：変形係数、B ：

無次元化杭径（杭径を cmで表した無次元数値） 

変形係数の評価法として、孔内水平載荷試験、一軸または三軸圧縮試験、および N値からの

略算式（E0=700N）が示されている。 

塑性水平地盤反力は、砂質地盤では Broms
1.28)による(1-3)式を、粘性地盤では Broms

1.29)の式

を修正した(1-4)式によって算出する。 

zKp py          (1-3) 

ここに、：群杭の影響を考慮した係数（単杭または前方杭の場合は =3.0）、Kp：受働土圧係

数、B：杭径、：地盤の単位体積重量、z：深さ 










5.2/for

5.2/for)/1(2

Bzc

BzcBz
p

u

u

y



     (1-4) 

ここに、, ：群杭の影響を考慮した係数（単杭または前方杭の場合は=1.4,  =9.0）、cu：非

排水せん断強度 

冨永ら 1.30)は群杭の後方杭について、群杭前面地盤の塑性化状態を仮定することにより、前方

杭と異なる塑性水平地盤反力を算出している。この考え方は、基礎構造構造指針にも取り入

れられており、具体的には、(1-3)、(1-4)式中の係数, , を杭間隔に応じて(1-5)、(1-6)式の通

りに低減することで考慮される。 

]4.0)0.1/[()007.055.0(  BS      (1-5) 

ここに、：内部摩擦角(°)、S：杭中心間隔 
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







0.3/for0.9,4.1

0.3/for/0.3,4.0/6.0

BS

BSBSBS




    (1-6) 

 

b) Francisのばねと Bromsの極限地盤反力を用いる方法 

 文献 1.7)では、杭周地盤ばねの初期剛性を弾性支承梁の理論に基づく Francis
1.31)の式（(1-7)

式）、減衰係数を Gazetas らの方法 1.32)による(1-8)式、極限地盤反力を Broms の式によって評

価している。 

 

12/1
4

20
1

3.1


















pp

s

s

s

IE

BEE
k


       (1-7) 

ここに、Es, s：地盤のヤング係数とポアソン比、B：杭径、Ep, Ip：杭のヤング係数と断面 2

次モーメント 

 )(57.1 SLa VVBc          (1-8) 

ここに、：地盤の密度、VS：せん断波速度、VLa：Lysmer の波動速度で(1-9)式による。 

 
)1(

4.3

s

S

La

V
V

 
         (1-9) 

杭周地盤ばねの力－変形関係は双曲線により(1-10)式の通りに与えられる。 

 
max0

0

/1 pk

k
p








        (1-10) 

 

c) 薄層法による方法 

 薄層法による評価は、群杭効果をより厳密に考慮できる手法である。杭周地盤ばねを算出

するにあたっては、まず杭基礎を深さ方向に有限個の要素に離散化する。次に、薄層法リン

グ加振解を用いると、杭周地盤反力{p}と杭変位{u}の関係は(1-11)式で表される。 

 }]{[}{ pGu          (1-11) 

ここに、[G]：中実地盤の柔性フルマトリクス 

[G]の逆行列から杭の体積分に相当する土柱の剛性マトリクスを差し引くことにより、群杭の

地盤剛性フルマトリクス[KPP]を得ることができる。宮本ら 1.33)は、[KPP]を質点系モデルに取

り入れるために、[KPP]を等価な 1本杭の水平地盤ばね[Ka]とせん断地盤ばね[Kb]の和に縮合す

る方法を示している。この中で、各深さの水平地盤ばね Kaiは、杭に対して杭長方向に一様な

変位 uを与えて得られる地盤反力 paiを用いて(1-12)式の通り求められる。 

 
u

p
K ai

ai          (1-12) 

本論文の第 3 章では、三次元非線形有限要素法で杭に同様の静的水平変位を与えることで、

群杭の杭周地盤ばねを算出する。 
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(3) 有限要素法モデル 

有限要素法は、上述の質点系モデルに比べ解析自由度が大きく、計算負荷と解析コストに

課題がある反面、地盤と構造物の材料非線形や、地盤－杭の境界の滑り、剥離による非線形

性を容易に導入できる利点を持つ。Wakai ら 1.34)は、砂質地盤に打設された 3×3 本の群杭模

型の水平載荷実験を、地盤の構成則として Mohr-Coulomb 条件を用いた三次元非線形有限要

素解析によってシミュレーションし、群杭に対する三次元非線形有限要素法の有効性を示し

ている。間瀬ら 1.35)は、単杭の原位置水平載荷実験に対して、地盤の構成則として下負荷面モ

デルを適用した三次元有限要素解析を実施し、解析結果は実験結果と良好に対応することを

示している。秀川ら 1.36)は、遠心力場における杭基礎構造物模型の振動台実験に対して、地盤

の構成則として Mohr-Coulomb 条件を用いた三次元非線形有限要素解析を実施し、解析は実

験結果を概ね再現することを示している。柏ら 1.37)は、文献 1.36)と同じ実験を対象に、地盤

の応力－ひずみ関係を多直線モデルとした三次元非線形有限要素解析を実施し、解析の精緻

化に成功している。 

 

1.2.2 地盤－杭－上部構造連成系の強非線形性 

地盤－杭－上部構造連成系の強非線形性は、敷地地盤の非線形性、杭基礎近傍地盤の非線

形性、および構造物の非線形性に大別される。いずれの非線形性も構造物への入力動や地盤

－杭系の水平抵抗メカニズムを急変させるため、解析に取り入れる必要がある。以下では、

各非線形性について概説する。 

 

(1) 敷地地盤の非線形性 

 建物への入力動を検討する上で、建物が存在しない自由地盤の非線形応答は最初に考慮す

べきである。地盤はせん断ひずみの増大につれて、徐々にせん断剛性が低下し、履歴減衰が

増大する。このような地盤の非線形性は、敷地で採取した試料の動的変形試験によって調べ

ることができ、せん断剛性比～せん断ひずみ(G/G0～)関係および減衰定数～せん断ひずみ関

係(h～)関係として整理される。G/G0～、h～関係は、地盤の非線形応答解析を行う際には

さらに指数関数を用いた Ramberg-Osgood モデル 1.38)や、双曲線を用いた Hardin-Drnevich モデ

ル 1.39)といった単純な関数で近似される。Ramberg-Osgood モデルの有効性については Ohsaki

ら 1.40)が砂質土と粘性土の試験結果に基づいて確認しており、Hardin-Drnevich の有効性につい

ては内田ら 1.41)が砂質土、粘性土および礫質土の試験結果、古山田ら 1.42)が砂質土と粘性土の

試験結果に基づいて示している。また、これらの研究により、地盤の非線形パラメータは、

拘束圧や堆積年代、土質によって異なることが示されている。 

 敷地地盤の非線形性を周波数領域で扱う解析手法として、SHAKE
1.43)に代表される等価線形

解析がある。SHAKE は、一次元重複反射理論および地盤の G/G0～、h～関係に基づいて地

盤応答を算出するプログラムである。SHAKE は後述の遂次非線形解析に比べ計算負荷が小さ

く、入力パラメータが簡便である特長を持っており、研究、実用の両面で多く用いられてい
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る。ただし、吉田 1.44)が指摘しているように、地盤が軟弱で地震動のレベルが大きい場合に地

盤のせん断ひずみが大きくなると、観測記録との適合性が悪くなる欠点がある。そのため、

等価線形解析の適用限界を上回る大ひずみ領域で地盤の応答を求める際には、遂次非線形解

析を用いることが必要となる。 

遂次非線形解析では、地盤の応力－ひずみ関係を骨格曲線と履歴曲線として定義し、時々

刻々の応答を Newmark の法 1.45)や Wilson の法 1.46)といった直接積分法を用いて算出する。

代表的な非線形モデルとして、前述の Ranberg-Osgood モデルや双曲線モデル、および石原－

吉田モデル 1.47)がある。いずれのモデルにおいても、履歴曲線を骨格曲線と相似形とする

Masing則が適用されている。さらに、軟弱な砂質土で入力地震動が大きい場合には液状化現

象が発生する可能性があり、間隙水圧の上昇や消散による有効応力の変化に応じて応力－ひ

ずみ関係を変化させる有効応力解析が必要となる例えば 1.48)。 

以上の非線形モデルは一次元解析を念頭においたものであるが、地盤を有限要素法でモデ

ル化する際には、一次元解析で用いた非線形モデルを多次元に拡張したモデルの他に、地盤

要素の三次元的な応力状態を考慮した弾塑性モデルが用いられる。せん断強度の拘束圧依存

性を考慮した古典的な降伏条件として、破壊面に作用するせん断応力と垂直応力を用いて定

義されたMohr-Coulomb 条件 1.49)や、応力の不変量を用いて定義された Drucker-Prager 条件 1.50)

がある。地盤の圧密とせん断の挙動を同時に考慮できるモデルとして、Cam-Clay モデル 1.51)

がある。これらの非線形性は地震時における敷地地盤の応答だけでなく、後述する杭基礎近

傍地盤の非線形性にも影響する。 

 

(2) 杭基礎近傍地盤の非線形性と群杭効果 

杭基礎近傍地盤の非線形性は、杭基礎の変位によって杭基礎近傍地盤が変形することによ

る材料非線形と、地盤－杭間の滑り、剥離による非線形性からなる。特に複数の杭が密に配

置された群杭では、杭どうしの相互干渉、いわゆる群杭効果により、杭位置や杭の前後面に

よって杭基礎近傍地盤の抵抗性状が異なる。そのため、群杭の水平抵抗について調べること

を目的として、多くの原位置載荷実験や模型載荷実験が行われている。斉藤ら 1.52)は、杭径

318.5mmの鋼管杭を杭間隔比 2.5で 3×3本の配置とした群杭を対象に原位置水平載荷実験を

行い、群杭効果の変位依存性および前方杭と後方杭の違いによる杭応力の差異を示している。

幸左ら 1.53)は、杭径 1,200mmの場所打ち杭を杭間隔比 2.5 で 3×3本の配置とした群杭を対象

に原位置水平載荷実験を行い、杭位置の違いによる杭応力および杭周地盤反力－変位関係の

差異を示している。さらに、載荷試験終了後に前面杭の前方地盤が水平、鉛直方向に変位し

たことを確認している。薮内ら 1.54)は、杭径 800mm の場所打ち鋼管コンクリート杭を杭間隔

比 2.5で 2×3 本の配置とした群杭に対して原位置水平載荷実験を行い、三次元有限要素法に

よるシミュレーション解析を通じて、杭位置の違いによる杭周地盤反力－変位関係の履歴特

性の差異や、杭近傍地盤の応力状態について分析している。寺本ら 1.55)は、杭径 406.4mm の

鋼管間杭を杭間隔比約 4.9 で打設した既設の LNG タンク基礎から 7×9 本の群杭を取り出し
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て静的載荷を行い、三次元有限要素法によるシミュレーション解析では杭近傍地盤の応力お

よび変形状態について検討している。玉置ら 1.56)は、砂質地盤に打設された群杭模型に対して

静的水平載荷を行い、杭本数、杭間隔および杭頭の固定度をパラメータとして群杭効果の計

算図表を示している。小野ら 1.57)は、粘性地盤に打設された群杭模型に対して静的水平載荷を

行い、群杭効率が地盤と杭の剛性比によって変化することを示している。鈴木ら 1.58)は砂質地

盤に打設された様々な杭本数、杭間隔の群杭模型に対して繰返し載荷を行い、杭周地盤反力

－変位関係が前方杭と後方杭では背面側で降伏して三角形の履歴ループを描くのに対し、中

間杭では両方向で降伏して対称なループを描くことを示している。柏ら 1.59)は、砂質地盤に打

設された群杭模型に対して杭径の約 3 倍の大振幅で繰返し載荷を行い、群杭効率や各杭の荷

重分担率が変位によって変化することを示している。また、載荷方向を 45°回転させた場合に

は前方杭の荷重分担率が大きくなることを示している。土方ら 1.24)は、杭径 220mm の鋼管杭

を杭間隔比 2.5で 5×5本の配置とした群杭を対象に、発破震動を利用した動的載荷実験を行

い、端杭の杭周地盤反力は前方杭となる場合に大きくなるが、後方杭となる場合に頭打ちと

なることを示している。鈴木ら 1.60)は、乾燥砂地盤および飽和砂地盤に打設された群杭模型に

対して大型振動台を用いた振動実験を行い、飽和地盤では液状化した際に杭位置の違いによ

る杭応力の差異が小さくなることを示している。周ら 1.61)は、砂質地盤に打設された群杭模型

を対象に遠心力場での振動台実験を行い、杭頭に作用する水平力に対する転倒モーメントの

割合が大きい場合に杭位置の違いによる水平力分担の差異が顕著になることを示している。 

群杭に関する解析研究として、杭周地盤の破壊メカニズムを仮定した理論的アプローチや

薄層法、有限要素法によるアプローチがある。冨永ら 1.30)は、杭前方地盤に隣接杭との干渉を

考慮した破壊メカニズムを仮定して、前方杭と後方杭で異なる杭周地盤反力を算出している。

土方ら 1.16)は、均質地盤および 2層地盤に打設された最大 30×30 本の群杭を対象に、杭本数、

杭間隔および地盤剛性を変数として薄層法によるパラメトリック解析を行い、群杭係数の回

帰式を示している。護ら 1.17)は、杭本数、杭間隔および杭配置を変数として薄層法によるパラ

メトリック解析を行い、長辺方向と短辺方向のそれぞれについて群杭係数の回帰式を求めて

いる。Wakai ら 1.34)は、砂質地盤に打設された 3×3 本の模型実験の水平載荷実験を三次元非

線形有限要素法によってシミュレーションし、群杭に対する三次元非線形有限要素法の有効

性を示している。土方ら 1.62)は、砂質地盤および粘性地盤に打設された 5×5 群杭を対象に、

三次元非線形有限要素法による水平載荷解析を行い、砂質地盤では杭位置による杭頭せん断

力および杭周地盤反力の差異が顕著になることを示している。 

以上の研究の多くは、杭頭を加力した時の杭頭インピーダンス（杭頭ばね）に着目した研

究であり、杭周地盤抵抗（杭周地盤ばね）に着目した研究は限られる 1.24),1.30),1.33),1.53),1.58),1.62)。

また、地震荷重が多方向入力であることを鑑みると、任意方向の加力に対する杭周地盤ばね

を把握する必要があるが、加力方向を変えて杭の杭周地盤抵抗を検討した研究はあまり見当

たらない。そこで本論文の第 3 章では、加力方向をパラメータとして杭周地盤抵抗を算出す

る。 
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(3) 杭体の非線形性 

杭体が塑性化すると、杭の水平抵抗メカニズムが変化するために、上部構造および杭の応

答に影響を及ぼす。杭体の非線形性に着目した実験研究として、秀川ら 1.36)は、杭頭の断面積

を小さくし塑性化を発生しやすくした杭基礎構造物模型に対して遠心力場における振動台実

験を行い、杭頭の塑性化により上部構造の応答が小さくなることを示している。解析研究と

して、酒向ら 1.22)は、変動軸力による杭体の剛性および耐力の変化によって、時々刻々の杭応

力が圧縮側の杭と引張側の杭で異なることを示している。引田ら 1.26)は、基礎梁が塑性化した

場合に杭頭固定度が低下することにより隅杭の杭頭応答が小さくなることを示している。 

 

1.2.3 杭基礎建物の地震被害 

過去の大地震において、杭基礎の被害が多数報告されている。将来発生が懸念されている

巨大地震に対して、杭基礎建物の被害を抑制するためには、杭基礎建物の被害要因を明らか

にして、設計法や耐震対策に反映させることが急務である。以下に、代表的な被害地震で見

られた杭基礎被害の研究について概説する。 

1964 年新潟地震では、地盤の液状化現象が大規模に発生し、RC 造建物の転倒や落橋など

の被害が発生した 1.63),1.64)。この地震を契機として、砂質地盤の液状化現象に関する研究が盛

んに行われるようになった。1978年宮城県沖地震では、変形性能の劣る既製コンクリート杭

の被害が報告された 1.65),1.66)。 

1995年兵庫県南部地震では、建築基準法の設計レベルを上回る地震動が都市を直撃し、湾

岸の軟弱地盤と市街地の震度 7 の地域を中心に杭基礎の被害が多数発生した。地震発生後、

各機関および学会によって精力的に行われた被害調査 1.1),1.67),1.68)や、さらに、現在までに行わ

れた実験研究・解析研究によって、杭基礎構造の被害要因として地盤－杭－上部構造連成系

の非線形挙動が確実に影響を及ぼしたことが分かっている 1.69)。その中で、特に沖積低地や人

工埋立地で発生した液状化・側方流動による杭被害については、ポートアイランドの鉛直ア

レーにおいて貴重な強震記録 1.70)が得られたことにより、杭基礎－上部構造への確かな入力地

震動が得られたため、多くの研究者により軟弱地盤での杭被害のシミュレーションが行われ

た。宮本ら 1.71)は、鉛直アレーの観測記録を入力動とした杭基礎建物の地震応答解析を行い、

地盤の液状化と杭体の非線形性が杭の応答に及ぼす影響を検討している。古山田ら 1.72)は、護

岸近傍に建つ杭基礎建物の地震応答解析を行い、側方流動による地盤変位が杭の応答に及ぼ

す影響を検討している。長谷川ら 1.73)は、PC 杭に支持された被害建物を対象に、杭集約型の

質点系モデルを用いた地震応答解析と多本杭のフレームモデルを用いた応答変位法による静

的解析を行い、杭の被害を説明している。これらの研究の成果として、杭基礎にみられた杭

頭部の被害は上部構造の慣性力(Inertial 成分)が、地中部の地層境界での被害は地盤の強制変

形(Kinematic 成分)が主原因であることが明らかとなった。特に後者の被害は液状化や側方流

動による地盤変形が原因であり、従来から行われていた上部構造の慣性力のみを杭頭に作用

させる杭基礎設計法の見直しに反映されている。 
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一方、市街地の震度 7 の地域については、観測記録が少なかったために、震源モデルを用

いた強震動の推定や、神戸地域の不整形地盤に起因する震災の帯の出現を説明する研究

1.75),1.76)が精力的に行われた。このような中で、杭基礎被害についても調査や分析が行われ、

その被害要因を究明する必要性が叫ばれたが、強震観測記録が少なかったことによる入力地

震動の不確かさや、大振幅入力時の杭被害解析モデルの未整備、地盤データや杭基礎被害デ

ータの公開の問題等があり、必ずしも詳細な被害検証が行われていない。既往の研究として、

詳細な被害調査に基づいて杭基礎の被害要因を考察した中澤らの論文 1.77)や、スウェイ・ロッ

キングモデルと静的梁－ばねモデルを併用した解析的検討によって杭の破壊状況を説明した

茶谷ら 1.78),1.79)の論文などがあるが、数は限られている。また、渦岡ら 1.80)は二次元有限要素法

による深部地盤モデルを用いて推定した地震動を入力動として地盤－杭－上部構造系の地震

応答解析を行っているが、この研究は損傷の軽微だった杭基礎を対象としており、大きな損

傷を受けた杭基礎に対して同様の検討を行った事例はあまり見当たらない。将来発生が懸念

されている巨大地震に対して、杭基礎建物の被害を抑制するためには、杭基礎の被害要因を

明らかにして、設計法や耐震対策に反映させることが急務である。 

2003年十勝沖地震では、軟弱地盤における地盤変位が既製コンクリート杭の地中部におけ

る損傷の要因となったことが報告されている 1.81)。2011 年東北地方太平洋沖地震では、群杭

支持建物において杭位置による杭周地盤抵抗の差異が杭の被害メカニズムに影響を及ぼした

事例が報告されている 1.3)。 
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1.3 研究目的と本論文の構成 

本論文は、『極大地震における群杭基礎の水平抵抗と被害解析に関する研究』と題し、以下

の 6章から構成されている。 

第 1 章「序論」では、極大地震で杭基礎建物に発生する非線形相互作用と過去の杭被害に

ついて既往文献を調査し、本論文の位置付けを明確にするとともに、研究目的を示す。 

第 2章「群杭基礎建物の模型振動台実験と解析検討」では、乾燥砂地盤内に設置した 25 本

群杭模型を対象に、大阪大学所有の小型振動台を用いた地震波入力による加振実験を行い、

群杭の水平抵抗を実証的に明らかにする。具体的には、まず地盤の非線形化が杭基礎建物の

地震応答に与える影響を明らかにする。次に、杭位置による曲げモーメントやその分布形状

の違いについて、入力レベルを変えて検討する。また、実験結果に対して三次元有限要素法

によるシミュレーション解析を行い、解析法の有効性を検証する。 

第 3 章「静的水平載荷解析による群杭基礎の杭周水平地盤抵抗」では、第 2 章で有効性を

示した三次元有限要素法を実大群杭に適用し、群杭の杭一本ごとの杭周地盤抵抗を明らかに

する。本検討は、全ての杭で等しくかつ杭長方向に一様な強制変位を与えることにより、杭

位置と深さの違いによる杭周地盤抵抗を直接的に算出する。解析パラメータは、杭本数、杭

配置、杭間隔、地盤条件および加力方向とする。 

第 4章「1995年兵庫県南部地震での杭被害解析」では、1995 年兵庫県南部地震の震度 7 地

域で杭頭が損傷した杭基礎建物を、第 2 章で有効性を示した三次元有限要素法で正確にモデ

ル化し、建設地点で計算された工学的基盤波を入力動とする被害解析を行う。まず、杭頭に

大きな被害が発生した要因として、上部構造の慣性力と地盤変位が杭の地震応答に及ぼした

影響を明らかにする。さらに、建物内の一部の杭に被害が集中した原因として、独立フーテ

ィングを支持する群杭の本数の違いと、建物北東部にあった隣接建物の存在に着目し、杭被

害が集中した群杭の杭本数を増やしてフーティングごとの群杭本数の違いを解消したモデル

と、隣接建物の存在を考慮したモデルの応答解析を実施する。 

第 5章「2016 年熊本地震での杭被害解析」では、2016 年熊本地震の KiK-net 益城地点での

観測波を用いて擁壁をもつ段差地盤上に建つ仮想杭基礎建物の被害解析を三次元有限要素法

を用いて実施する。杭基礎は 1 次設計に準拠して場所打ち RC 杭を想定する。解析では、擁

壁による段差の有無をパラメータとして擁壁の影響を分析し、擁壁をもつ段差地盤上の建物

では擁壁地盤の影響を適切に考慮する必要があることを示す。 

第 6 章「結論」では、本研究で得られた成果を総括するとともに、今後の課題をまとめ、

本論文の結論とした。 
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第 2章 群杭基礎建物の模型振動台実験と解析検討 

 

2.1 はじめに 

1995年兵庫県南部地震や 2011年東北地方太平洋沖地震では、設計用レベル 2の地震動をは

るかに上回る大振幅地震動が観測され、杭基礎の被害が多数発生した例えば 2.1),2.2)。将来の発生

が懸念される南海トラフ巨大地震や都市直下地震においても、大振幅地震動の発生が予測さ

れており、杭基礎を含めた建物全体の耐震対策が急務となっている。杭基礎建物が地震を受

けると、建物の揺れが地盤に伝わることによる慣性の相互作用と、基礎の存在によって基礎

近傍地盤が幾何学的に拘束されることによる入力の相互作用が発生する 2.3,2.4)。両相互作用は

建物の応答や杭基礎に作用する地震力に影響を及ぼす。さらに、極大地震においては、敷地

地盤の非線形性、杭基礎近傍地盤の材料非線形や地盤－杭間の滑り・剥離による非線形性、

および杭や上部構造の損傷による非線形性が杭基礎建物の挙動に影響を及ぼす 2.5)。特に杭が

密に配置された群杭では、杭どうしの相互干渉、いわゆる群杭効果により杭基礎近傍地盤の

非線形性は杭位置によって異なり、杭の応答性状は一段と複雑になる。杭基礎建物の耐震設

計モデルを高度化するためには、これらの非線形相互作用を如何に応答解析モデルに取り入

れるかが重要となる。 

一方、昨今の計算機技術の進歩を背景として、構造解析における三次元有限要素法の利用

が増えている。本手法によれば、地盤や基礎構造および上部構造の材料非線形と、地盤－基

礎の境界で発生する滑り、剥離、浮上りによる非線形性を含めた地盤－杭系の三次元的な応

力伝達性状を考慮できる。さらに、モデル化によっては杭基礎建物の部材レベルでの応答を

算出することができ、極大地震に対する杭基礎の損傷メカニズムを解明する上で有用なツー

ルとなることが期待される。 

以上の背景を踏まえ、本章では乾燥砂地盤内に設置した 25本群杭模型を対象に、大阪大学

所有の小型振動台を用いた地震波入力による加振実験を行い、地盤－群杭－上部構造連成系

の応答と杭位置による杭応答の違いを実証的に把握する。さらに、三次元有限要素法による

解析検討を行い、群杭の応答解析における解析手法のの有効性を確認する。2.2～2.3 節では

実験の方法と実験結果を述べる。2.4～2.5 節では三次元非線形有限要素法による解析の方法

と実験のシミュレーション結果について述べる。 
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2.2 実験概要 

本実験では、砂質地盤内に設置された杭間隔比 2.0 の 25本群杭模型を対象に、大阪大学所

有の小型振動台を用いて地震波入力による加振実験を行う。地震動の波形と入力レベルを変

えて加振を行い、地盤－群杭－上部構造連成系の地震応答性状と杭位置の違いによる杭応答

を実証的に把握する。 

 

2.2.1 実験装置 

本実験では、写真 2-1 に示す大阪大学所有の小型振動台（動電式 2 軸地震動再現装置）を

用いる。振動台の加振可能な方向は水平、鉛直方向であり、2 軸同時もしくはいずれか 1 軸

の加振が可能となっている。本実験では水平 1 軸の加振を行う。表 2-1 に振動台の仕様を示

す。振動台の駆動テーブルの寸法は、加振方向で 1200mm、加振直交方向で 600mm である。

本実験装置の有効振動数は 0.5Hz～200Hzである。 

図 2-1に実験モデルの平面図と断面図を示す。加振方向 600mm、加振直交方向 400mm、高

さ 400mmのせん断土槽の中に群杭模型を設置し、砂地盤を充填する。 

 

2.2.2 地盤の作製方法 

地盤は気乾状態の豊浦標準砂を用い、相対密度 60%を目標に空中落下法で作製する。ここ

で、空中落下法とは、写真 2-2 に示すように、地盤材料を空中から投下し堆積させて地盤を

作製する方法であり、地盤材料の落下高さを調節することで地盤の密度を制御できる。本実

験では地盤材料の落下装置としてペットボトルの蓋に直径 4mm程度の穴を 3つ開けた容器を

用い、落下高さを 40cmとしている。また、相対密度を管理するため、地盤材料を厚さ 50mm

ごとに 8層に分けて堆積させ、各層の重量と地表高さを計測する。地盤の相対密度 Dr は(2-1)

式を用いて算定できる 2.6)。 

 
)(

)(

minmax

minmax

ddd

dddDr







       (2-1) 

ここに、dmax：豊浦砂の最大密度、dmin：豊浦砂の最小密度、d：作製した地盤の密度 

乾燥豊浦砂の最大、最小密度はそれぞれ 1.645g/cm
3、1.335g/cm

3 である 2.6)。作製した地盤の

加振前後における相対密度は表 2-2に示す通りとなった。 

 

2.2.3 杭－上部構造系モデル 

杭は直径 12mm のアクリル製の円柱とし、図 2-2 に示すように、杭間隔 24mm で正方配置

の 25本群杭とする。杭の材質としてアクリルを選んだのは、加振時に杭を弾性域に留めるた

めである。本実験の杭間隔比 S/B（S：杭間隔、B：杭径）は 2.0であり、群杭効果を検証する

ため杭間隔を小さく設定している。杭頭および杭先端は、杭径より若干大きめの孔が開いた

鋼板に差し込んで接着剤で固定する。杭頭は地表から 5mm突出させている。 
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上部構造は鋼材で作製しており、その総重量は 54.2kg（上部質量：52.9kg、基礎盤：1.32kg）

である。また、地盤の増幅特性を把握するために、上部質量を取り払い慣性の相互作用の影

響を小さくした場合も加振する。写真 2-3に上部質量を取り付ける前の模型、写真 2-4に上部

質量を取り付けた後の模型を示す。 

なお、小加振時の実験結果より、地盤－杭－上部構造連成系（以下、単に「連成系」と称

する。）および地盤の 1 次固有振動数はそれぞれ約 8Hz、約 23Hz となっている。そのため、

後述する入力地震動の卓越周期との兼ね合いを考えると、地盤震動の影響が小さい条件での

実験となっている。 

 

2.2.4 計測器の設置位置 

計測器の配置については、図 2-1 に示すように、加速度計を上部構造の基礎盤(FT)と頂部

(RF)、地盤(G1～G5)および振動台(INP)に設置する。振動台に対する基礎盤の相対変位を測定

するため、基礎盤にレーザー変位計を設置する。また、杭応力の把握を目的として、図 2-2

に示すように、25本杭のうち側面杭(p03 杭)、隅杭(p05杭)および中央杭(p13 杭)の表面にひず

みゲージを貼付する。ひずみゲージの貼付位置は、p03 および p05杭で 16箇所（8断面）、p13

杭で 14箇所（7断面）とし、杭応力が大きくなると考えられる杭頭付近のひずみを密に測定

する。なお、上記の計測器で得られたデータの波形はは、後述する ART波の入力時には通過

帯域 0.5～50Hz、Hyogo 波の入力時には通過帯域 0.5～35Hzのバンドパス・フィルタによって

処理している。 

 

2.2.5 入力地震動 

本実験で用いる入力地震動は、ランダム位相の人工波(ART)と、兵庫県南部地震の震度 7

地域における工学的基盤位置の推定地震動(Hyogo)
2.7)とする。実験では、これら 2波の最大速

度を 0.50m/s となるように基準化した後、時間軸を 1/5倍した波形を基準として用いる。図 2-3

に基準となる両波形の加速度時刻歴、フーリエスペクトル加速度応答スペクトルを示す。ART

波は周期 0.04s～0.12s で卓越する継続時間の長い地震動であるのに対し、Hyogo 波は周期 0.2s

付近で卓越する継続期間の短い地震動である。また、フーリエスペクトルを見ると、ART 波

は 25Hz 以上、Hyogo 波は 10Hz 以上で入力が小さくなる。加振実験の順序は、表 2-2 に示す

ように、図 2-3 の加速度波形の振幅を 0.4 倍、1.0 倍、2.0 倍したものをそれぞれ Hyogo 波、

ART 波の順に入力する。 
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写真2-1 振動台実験装置

表2-1 振動台の仕様

駆動テーブル寸法 1200mm×600mm

最大加速度 24.5m/s
2（無積載時）

最大速度 0.8m/s（無積載時）

最大変位 100mm

有効振動数 0.5Hz～200Hz

最大積載重量 300kg

(a) 平面図 (b) 断面図

図2-1 振動台実験装置

RF

FT

G1

G2

G3

G4

G5

INP

レーザー
変位計

加速度計 ひずみゲージ

写真2-2 空中落下法による地盤作製の様子

表2-2 実際の相対密度

上部質量
なし

上部質量
あり

加振前 62 60

ART波2.0倍加振後 66 70
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加振方向

杭頭 杭先端

杭頭 杭先端

p03, p05杭

p13杭

p03 p05

p13

(a) 杭の配置図 (b) ひずみゲージの貼付位置

図2-2 杭の配置とひずみゲージの貼付位置

24

2
4

(unit: mm)

写真2-3 基礎盤のみを取り付けた構造物

写真2-4 上部質量を取り付けた構造物
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(c) フーリエスペクトル

表2-2 加振ケース

加振順序 加速度倍率 入力波形

1 0.4 Hyogo

2 0.4 ART

3 1.0 Hyogo

4 1.0 ART

5 2.0 Hyogo

6 2.0 ART
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2.3 実験結果 

2.3.1 地盤および上部構造の応答 

(1) 入力に対する地表面のフーリエスペクトル比 

図 2-4 に、入力加速度(INP)に対する地表面加速度(GL)のフーリエスペクトル比を示す。こ

こで、慣性の相互作用の影響を見るために、上部構造の有無によって比較して示している。 

まず慣性の相互作用の影響が少ない上部構造なしについて見ると、ART 波、Hyogo 波とも

に 0.4 倍入力では 23.0Hz にフーリエスペクトル比のピークがあり、この振動数が地盤の固有

1 次振動数と考えられる。ART 波で入力倍率を増大させると、フーリエスペクトル比のピー

ク振動数は小さく、ピーク値は小さくなっており、地盤の非線形化による剛性低下と減衰の

増大が確認できる。一方、Hyogo 波で入力倍率を増大させると、10Hz以上の入力が小さい影

響で地盤の増幅特性を明確に確認することはできない。 

次に、上部構造ありの応答結果を見ると、上部構造なしに比べフーリエスペクトル比のピ

ーク振動数やピーク値がやや変化しており、地盤応答は慣性の相互作用の影響を受けている

と考えられる。 

 

 

図 2-4 入力に対する地表面のフーリエスペクトル比 
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(2) 入力に対する上部構造頂部のフーリエスペクトル比 

図 2-5 に、上部構造ありについて、入力加速度(INP)に対する上部構造頂部の加速度(RF)の

フーリエスペクトル比を示す。まず ART 波の 0.4 倍入力について見ると、フーリエスペクト

ル比は 8.5Hz でピークとなっており、この振動数が連成系の 1 次固有振動数と考えられる。

ART 波の入力倍率を増大させると、ピーク振動数は小さく、ピーク値は小さくなっており、

地盤の非線形化による連成系の剛性低下と減衰の増大が確認できる。一方、Hyogo 波につい

て見ると、10Hz以上の入力が小さい影響で連成系の増幅特性を明確に見ることができない。 

 

 

図 2-5 入力に対する上部構造頂部のフーリエスペクトル比 
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2.3.2 杭の応答 

(1) 杭頭荷重－杭頭変位関係 

群杭の水平抵抗として、杭頭荷重－杭頭変位関係を算出する。杭頭荷重 F は、上部構造の

質量 mおよび重心の加速度
gu を基に、(2-2)式より算出する。 

 gumF          (2-2) 

gu は、基礎盤および上部構造頂部の加速度を基に、遂次(2-3)式により計算する。 

 )( FTRF

FTRF

FTg

FTg uu
zz

zz
uu  




       (2-3) 

ここに、
FTu ：基礎盤の加速度(FT)、

RFu ：上部構造頂部の加速度(RF)、zg：上部構造の重心位

置(GL+137mm)、zFT：基礎盤の加速度計貼付位置(GL+13mm)、zRF：錘頂部の加速度計貼付位

置(GL+225mm) 

図 2-6 に、上部構造ありの場合について、杭頭荷重－杭頭変位関係を入力地震動ごとに示

す。ここで、図中には正側最大変位時における等価剛性 Keqを示している。入力地震動によら

ず、杭頭荷重－杭と変位関係は楕円形のループを描いている。また、入力倍率が大きくなる

ほど最大杭頭変位は大きく、等価剛性は小さくなっており、非線形化が進んでいる。 

 

 

図 2-6 杭頭荷重－杭頭変位関係 
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(2) 各杭の最大曲げモーメント分布 

各杭の応答として曲げモーメント分布を分析する。曲げモーメントの算出にあたっては、

まずひずみゲージにより測定した杭の曲げひずみを用いて(2-4)式によって曲率を算出し

た後、曲率に(2-5)式に示すように杭の曲げ剛性 EI を乗じることにより曲げモーメント Mを

算出する。 

 
B





          (2-4) 

 EIM         (2-5) 

ここに、B：杭径(=12mm)、EI：曲げ剛性(=3.56N・m
2
)。曲げ剛性は、アクリルのヤング係数

を 3500N/mm
2として算出している。 

 図 2-7 に、各杭の最大曲げモーメント分布を入力地震動ごとに示す。ART 波、Hyogo 波と

もにいずれの入力倍率においても、杭頭の最大曲げモーメントは隅杭(p05 杭)で最も大きく、

側面杭(p03 杭)、中央杭(p13杭)の順に小さくなる。また、地中部の反曲点は、隅杭(p05 杭)で

最も浅く、側面杭(p03 杭)、中央杭(p13 杭)の順に深くなる。このように、杭位置によって曲

げモーメントの最大応答値と分布形状に差が生じている。 

 次に、入力倍率による違いを見ると、入力倍率が大きくなるにつれて、各杭の地中部の反

曲点位置が深くなり、隅杭(p05杭)の曲げモーメントの分布形状が側面杭(p03 杭)や中央杭(p13

杭)に近付いている。さらに、杭頭曲げモーメントも杭位置による違いが小さくなっており、

杭応答が均等化していることが確認できる。 
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図 2-7 杭頭荷重－杭頭変位関係 
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(4) 杭周地盤反力－杭変位関係 

曲げモーメント分布が杭ごとに異なっているのは、杭周地盤反力が異なるためと考えられ

る。そこで、各杭の杭周地盤反力－杭変位関係を算出する。任意の深さでの杭周地盤反力お

よび杭変位は、杭の曲げモーメント分布を基に算定する。まず、曲げモーメント分布を最小

2乗法によって(2-6)式に示すような深さ z に関する 4次多項式で近似する。 

 



4

0

)(
k

k

hk zzaM        (2-6) 

ここに、ak：係数、zh：杭頭の z座標(=-5mm) 

次に、曲げモーメントMを(2-7)式に示すように深さ zに関して微分することでせん断力Qを、

せん断力 Qをさらに(2-8)式に示すように深さ zに関して微分することで杭周地盤反力 Pを算

出する。 





4

1

1)(
k

k

hk zzka
dz

dM
Q       (2-7) 





4

2

2)()1(
k

k

hk zzakk
dz

dQ
P      (2-8) 

一方、変位 uについては(2-9)式に示すように、曲率を深さ z に関して 2階積分することで算

出する。 

 






5

0

2)(
)2)(1(

11
)(

k

k

hkhhh zza
kkEI

zzudzdzu   (2-9) 

ここで、積分定数 uhは杭頭変位でありレーザー変位計の測定値をそのまま用いる。hは杭基

礎全体の回転角であり、杭先端位置の変位が 0となるように(2-10)式によって決定する。 















 



5

0

2)(
)2)(1(

111

k

k

hekh

he

h zza
kkEI

u
zz

    (2-10) 

図 2-8、図 2-9 に、それぞれ ART 波と Hyogo 波の入力時において、各杭の GL-35mm 深さ

の杭周地盤反力－杭変位関係を 0.4 倍、1.0 倍および 2.0倍入力で重ねて示す。ART 波、Hyogo

波ともにいずれの入力倍率においても、杭周地盤反力の最大値は隅杭(p05 杭)で大きくなる。

また、隅杭(p05杭)の杭周地盤反力－杭変位関係は前方杭となる正側の最大反力が負側に比べ

大きくなっている。それに対して、側面杭(p03 杭)および中央杭(p13 杭)では加振方向によら

ず後方杭となるため正負で同程度の最大反力となっている。このように、杭位置により杭周

地盤反力－杭変位関係が大きく異なる。上部構造からの慣性力は地盤抵抗の大きさに応じて

各杭に分配されるため、杭位置による杭周地盤反力の違いが隅杭(p05杭)の曲げモーメントが

大きくなった原因と考えられる。また、曲げモーメントの分布形状の違いについても、隅杭

(p05 杭)では杭周地盤反力が大きいために、反曲点が他の杭に比べ浅くなったと考えられる。 

入力倍率の違いについて見ると、ART 波、Hyogo 波ともに、2.0倍入力時の杭周地盤反力－

杭変位の履歴曲線は 1.0倍および 0.4倍入力時のそれを包括している。さらに、入力倍率が大
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きくなるにつれて最大変位時の等価剛性が低下しており、杭周地盤の非線形化が進行してい

る。このことが、入力倍率が大きくなるほど杭の曲げモーメント分布の反曲点が深くなった

原因と考えられる。 

 

 

 

図 2-8 杭周地盤反力－杭変位関係（ART波、GL-35mm） 

 

 

図 2-9 杭周地盤反力－杭変位関係（Hyogo波、GL-35mm） 
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2.4 三次元有限要素法による解析モデルと解析条件 

本節では、2.2～2.3 節で示した模型振動台実験を対象に、三次元非線形有限要素法による

解析検討を行い、群杭の応答解析における本解析手法の有効性を検証する。図 2-10に解析モ

デルを示す。また、表 2-3 に上部構造、杭および地盤の諸元を示す。解析には、地盤の材料

非線形と、地盤－杭間の滑り、剥離による非線形性を取り入れる。解析コードは、動的接触

問題に特化した三次元有限要素法の汎用コードである LS-DYNA
2.8)を用い、陽解法で解析を行

う。 

 

(1) 上部構造のモデル化 

上部構造は剛体のソリッド要素でモデル化する。上部構造の密度は、総重量が実験と同じ

54.2kg（上部質量：52.9kg、基礎盤：1.32kg）となるように設定する。 

 

(2) 杭のモデル化 

杭は、解析時間短縮のため、弾性体のシェル要素でモデル化する。シェル要素の杭径は実

験と同じ、肉厚は杭径の 1/20 倍とし、ヤング係数は杭の曲げ剛性が実験と同じ 3.56N・m
2と

なるように設定する。杭の境界条件は、杭先端を固定とし、杭頭は回転ばねを介して基礎盤

と連結する。回転ばねのばね定数は、Hyogo 波 0.4倍入力時の杭頭応答が実験と適合するよう

に、1×10
5
N・mm/rad.とした。杭の要素分割は、杭長方向の要素長さが杭径と同程度となるよ

うに行う。 

 

(3) 地盤のモデル化 

地盤は弾塑性体のソリッド要素でモデル化する。地盤の要素分割は、応力の集中する杭近

傍の要素を細かくし、杭長方向に対しては要素長さが杭径と同程度となるように 32層に分割

する。地盤の初期せん断剛性 G0は、弾性波動論より導かれる(2-11)式より算定する。 

 
2

0 VsG           (2-11) 

ここに、：密度、Vs：せん断波速度 

せん断波速度については、砂地盤では拘束圧の 1/4 乗に比例することが経験的に知られてい

ることを踏まえて 2.9)、(2-12)式の通りに設定する。 

 (m/s)4/1HVs         (2-12) 

ここに、H：深さ(m) 

式中の係数については、一次元重複反射理論を用いて、上部構造なしの小加振時における入

力に対する地表面応答加速度のフーリエスペクトル比が実験結果と適合するように決定して

いる。本解析では=59 が概ね適当と判断した。図 2-11 に、本解析で用いるせん断波速度の

深さ方向分布を示す。 

弾塑性体のせん断応力－せん断ひずみ関係の骨格曲線は、図 2-12 に示すような多折れ線モ
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デルとする。多折れ線は(2-13)式で定義される双曲線モデルに内接しており、加振前の静止状

態において、初期剛性は前述の G0、せん断強度は Mohr-Coulomb 規準より定まる(2-14)式の強

度を用いている。 

 

max0

0

/1 




G

G


         (2-13) 

 


 sin
2

max
hv         (2-14) 

ここに、v：上載圧、h：静止土圧、：内部摩擦角 

履歴則はMasing則を用いている。また、地盤の拘束圧依存性を考慮するために、せん断応力

－せん断ひずみ関係=f(p,)を、時々刻々の圧力 pに応じて(2-15)式の通りにスケーリングして

いる。 

 







 

p

p
p

p

p
p 0

0

0

,),(       (2-15) 

ここに、p0：加振前の静止状態における圧力 

地盤の境界条件は、底面を固定条件とし、側面はせん断土槽を模擬するために、深さが等

しい節点の並進自由度が同一となるような拘束条件を設定する。 

 

(4) 地盤－杭間の接触条件 

地盤－杭の境界には、剥離、滑り、および再接触を考慮可能なペナルティ法に基づく接触

条件を与える。接触面の接線方向に対する静止・動摩擦係数は tan（：地盤の内部摩擦角）

とする。ペナルティ法とは、図 2-13に示すように貫入の生じた接触面に仮想のバネを設定し、

バネの反力によって接触面を押し戻す接触処理アルゴリズムである。ペナルティ法による接

触処理の中で、接触面はスレーブ面とマスター面に分類される。まず、地盤側の接触面をス

レーブ面、杭側の接触面をマスター面と仮定し、スレーブ面上の接触節点がマスター面に貫

入しているかを判定する。貫入が生じていれば、接触節点に接触反力を作用させる。接触反

力は貫入量に比例し、比例乗数は(2-16)式で定義される剛性ファクターkとする。 

 
V

AKf
k s

2
         (2-16) 

ここに、K：接触面を含む要素の体積弾性係数、V：体積、A：接触面の面積、fs：ペナルティ

係数(=0.1) 

一度、上で述べた手順で接触処理を行った後、杭側の接触面をスレーブ面、地盤側の接触面

をマスター面として同様の処理を繰り返し、接触反力により接触面を押し戻す 2.8)。 

 

(5) 減衰 

解析モデルには地盤－杭－上部構造連成系の弾性1次固有振動数に対して減衰定数5%とな
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るように、(2-16)式で決まる質量比例型の減衰を与える。 

 ][][ MC          (2-16) 

 
112 h          (2-17) 

ここに、[C]：減衰マトリクス 

 [M]：質量マトリクス 

 ω1：1次固有円振動数（=2πf1） 

 f1：1次固有振動数 

 h1：1次固有振動に対する減衰定数 

連成系の 1次固有振動数は、ART 波 0.4 倍入力時の実験結果である 8.5Hzを用いた。 

 

(6) 重力解析 

本解析では地盤の拘束圧依存性を考慮していることから、解析モデルに対して重力を作用

させ、地盤に拘束圧を与えている。その際に、本解析で用いている陽解法では、重力を 1 ス

テップ目から一定の値で入力すると衝撃荷重が加わった状態になり、高周波振動を励起して

しまう。そのため、本解析では図 2-14に示すように徐々に重力を作用させ、擬似的な静的釣

合いを作ってから地震応答解析を開始する 2.8)。 
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図2-10 三次元有限要素モデル

杭配置 5×5

杭径(mm) 12

EI  (N*m
2
) 3.56

杭間隔杭径比 2.0

上部構造 総質量(kg) 54.2

密度(g/cm
3
) 1.5

S波速度(m/s) 59H
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内部摩擦角(°) 35
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表2-3 解析モデルの諸元
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図 2-13 ペナルティ法による接触処理の模式図 

 

 

図 2-14 重力加速度 
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2.5 実験結果 

2.5.1 上部構造の応答 

図 2-15 に、上部構造頂部の加速度応答スペクトルを実験と解析で比較して示す。ART 波、

Hyogo 波ともに、いずれの入力倍率においても解析結果は実験結果と概ね一致しており、解

析は上部構造応答を良好にシミュレーションしている。 

 

 

図 2-15 上部構造頂部の加速度応答スペクトル（h=0.05） 
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2.5.2 杭の応答 

図 2-16～21 に、各杭の最大曲げモーメント分布を実験と解析で比較して示す。ART 波、

Hyogo 波ともに、解析結果は杭頭モーメントをやや大きめに評価するものの、地中部の曲げ

モーメント分布は実験結果と概ね一致しており、解析は杭応答を良好にシミュレーションし

ている。 

 

 

図 2-16 各杭の最大曲げモーメント分布（ART 波 0.4倍入力） 

 

 

図 2-17 各杭の最大曲げモーメント分布（ART 波 1.0倍入力） 
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図 2-18 各杭の最大曲げモーメント分布（ART 波 2.0倍入力） 

 

 

図 2-19 各杭の最大曲げモーメント分布（Hyogo波 0.4倍入力） 
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図 2-20 各杭の最大曲げモーメント分布（Hyogo波 1.0倍入力） 

 

 

図 2-21 各杭の最大曲げモーメント分布（Hyogo波 2.0倍入力） 
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2.6 本章のまとめ 

本章では、乾燥砂地盤内に設置した 25 本群杭模型を対象に、大阪大学所有の小型振動台を

用いた地震波入力による加振実験と三次元有限要素法によるシミュレーション解析を行った。

以下に得られた知見をまとめて示す。 

① 入力レベルが大きくなるにつれて、地盤－群杭－上部構造連成系の固有振動数は小さく

なり、地盤の非線形性が杭基礎建物の地震応答に大きな影響を与えることを示した。杭

頭に生じる曲げモーメントは、隅杭で最も大きく、次いで側面杭、中央杭の順に小さく

なり、群杭中の杭位置によって違いが見られた。しかし、入力レベルが大きくなるにつ

れ、杭位置による杭の曲げモーメントや分布形状の違いは小さくなることを示した。 

② 三次元有限要素法による解析結果は、入力レベルの違う上部構造および群杭の応答特性

ともに実験結果と良い対応を示し、解析法の有効性を示した。 
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第 3章 静的水平載荷解析による群杭基礎の杭周水平地盤抵抗 

 

3.1 はじめに 

極大地震時における杭基礎建物の挙動に対する影響因子として、杭基礎近傍地盤の非線形

性がある。杭基礎近傍地盤の非線形性は、慣性の相互作用により基礎近傍地盤が大きく変形

することによる材料非線形と、地盤－基礎の境界の滑り、剥離および浮上りによる非線形性

からなる。特に杭どうしが近接する群杭では、杭－地盤－杭間の相互干渉、いわゆる群杭効

果により、杭位置によって杭基礎近傍地盤の非線形性の性状が異なる。さらに、杭と上部構

造に生じる地震力の大きさにも影響し、基礎の部材レベルでの設計を行う上で重要なものと

なる。 

杭基礎建物の簡便な応答評価モデルとして、図 3-1 に示す杭を曲げせん断棒にモデル化し

た質点系モデルがある。質点系モデルは、上部構造と杭の応答をそれぞれ独立に算出する「分

離型モデル」と、上部構造と杭を一体としてモデル化する「一体型モデル」に大別される 3.1)。

一体型モデルでは、杭と上部構造の応答を同時に求めることができ、群杭のモデル化として、

群杭を 1 本の棒にモデル化する「杭集約モデル」と、一本一本の杭をモデル化する「杭全体

モデル」がある 3.1)。杭集約モデルでは、群杭の平均的な応答を算出できる反面、一本一本の

杭応力を直接的に算出できない。これに対して、杭全体モデルでは群杭の応答を部材レベル

で把握することができ、群杭の杭応力を部材レベルで算出するために有用なモデルである。

いずれのモデルにおいても、杭周地盤の水平抵抗を「杭周地盤ばね」として適切にモデル化

する必要がある。 

群杭の水平抵抗に着目した多くの研究の中で、杭周地盤ばねを実験的に算出した例として、

幸左ら 3.2)は、実大の 9本の場所打ち杭基礎を対象として水平載荷実験を行い、杭位置の違い

により地盤反力－杭変位関係が異なることを示している。鈴木ら 3.3)は、様々な杭本数および

杭間隔の群杭模型を対象に繰返し水平載荷を行い、端杭において地盤反力－杭変位関係の履

歴特性が加力方向によって異なることを報告している。土方ら 3.4)は、25本の鋼管杭基礎を対

象に発破震動を利用した振動実験を行い、前方杭の極限地盤反力が大きくなることを確認し

ている。また、解析研究として、冨永ら 3.5)は、杭前方地盤の破壊メカニズムを仮定して前方

杭と後方杭で異なる極限地盤反力を求めている。宮本ら 3.6)は、薄層法のリング加振解を利用

して群杭の杭周地盤ばねを評価し、質点系モデルによる非線形応答解析に取り入れている。

土方ら 3.7)は、砂質土および粘性土に打設された 25 本群杭を対象に三次元非線形有限要素法

を用いて静的水平載荷を行い、土質の違いによって杭位置による極限地盤反力の平面分布に

差があることを報告している。しかし、杭周地盤ばねに着目した研究は杭頭インピーダンス

（杭頭ばね）に関するものに比べるとまだまだ少ない。また、上記の研究の多くは 1 軸の加

力によるものである。地震荷重下において建物は多方向の入力を受けることを鑑みると、任

意方向の加力に対する杭周地盤ばね特性を把握する必要があるが、加力方向を変えて杭周地
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盤ばねを検討した研究はあまり見当たらない。 

そこで本章では、実大群杭の杭周水平地盤抵抗を、第 2 章で有効性を確認した三次元有限

要素法による静的解析によって把握することを目的とする。解析パラメータは、杭本数、杭

配置、杭間隔、地盤条件および加力方向とする。3.2節では解析対象とする杭基礎の概要と解

析方法について述べる。3.3節では、既往の研究で多く取り扱われている杭頭位置における群

杭の水平抵抗の基本的性状を把握する。3.4 節では杭周地盤ばねに焦点を当てて分析する。3.5

節では杭頭ばねと杭周地盤ばねの加力方向への依存性を検討する。 

 

 

図 3-1 群杭基礎建物の質点系モデルの模式図 
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KS：スウェイばね
KR：ロッキングばね
ks：集約杭の杭周地盤ばね
k’s：杭ごとに異なる杭周地盤ばね

杭頭ばね

分離型モデル
杭集約モデル 杭全体モデル

一体型モデル

KR
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3.2 解析方法 

3.2.1 解析対象の杭基礎と地盤条件 

本章では、「単杭」と、杭を正方形に配置した「正方配置の群杭」、および杭を 1 列に配置

した「列状配置の群杭」を対象に、三次元非線形有限要素法を用いて杭頭ばねおよび杭周地

盤ばねを算出する。表 3-1 に解析対象とする群杭の一覧を示す。解析パラメータは、杭本数

Np、杭間隔比 S/B（S：杭中心間隔、B：杭径）、および加力方向とする。杭本数は、正方配置

の場合は 4、9、25、49、81本とし、列状配置の場合は 2、3、5、7、9本とする。杭間隔比は

2.5 を基本とし、5×5 群杭については杭間隔比 6.0 の場合も考える。加力方向は、図 3-2 に示

す群杭の主軸となる X 軸となす角度 θ を変数とし、これを 15°間隔で変化させる。杭は、全

ての解析を通じて杭径 600mm、肉厚 9mm、杭長 11m の鋼管杭を想定する。鋼材のヤング係

数は 2.05×10
5
N/mm

2、ポアソン比は 0.33とする。 

群杭はいずれも層厚 11m の均質な表層地盤に打設されている。表層地盤は、表 3-2 に示す

「砂質地盤」と「粘性地盤」の 2 種類を考える。土質の違いは内部摩擦角と粘着力によって

表現し、砂質地盤に対して内部摩擦角 32°、粘性地盤に対して粘着力 50kN/m
2を与えている。

ここで、砂質地盤の粘着力と粘性地盤の内部摩擦角を 0 にしていないのは、重力解析で意図

せず地盤が塑性化するのを防ぐためである。密度、せん断波速度およびポアソン比は、実際

の地盤では土質によって異なるが、本解析では土質による降伏条件の違いの影響に着目する

ために両土質で共通の値を用いている。 

 

 

 

表 3-2 地盤条件 

 

 

 

番号 群杭の種別 杭配置 杭間隔比

1 単杭 1×1

2 2×2

3 3×3

4 5×5

5 7×7

6 9×9

7 5×5 6.0

8 2×1

9 3×1

10 5×1

11 7×1

12 9×1

正方配置

列状配置 2.5

2.5

表3-1 解析対象とする群杭の一覧

θ θ

主軸

X X

Y Y

(a) 正方配置の群杭 (b) 列状配置の群杭

図3-2 加力方向の定義

番号 土質
密度

(t/m
3
)

S波速度

(m/s)
ポアソン比

内部摩擦角

(°)

粘着力

(N/mm
2
)

1 砂質地盤 32 1

2 粘性地盤 1 50
1.8 110 0.33
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3.2.2 解析モデルと解析条件 

図 3-3に杭間隔比 2.5の 5×5 群杭の解析モデルを示す。解析コードは、第 2章で有効性を確

認した三次元有限要素法の汎用コードである LS-DYNA
3.8)を用い、陽解法で解析を行う。 

 

(1) 地盤 

地盤は弾塑性体のソリッド要素でモデル化する。地盤の材料非線形モデルについては、本

解析では、Mohr-Coulomb 条件に従う完全弾塑性モデルを用いる。完全弾塑性モデルを用いる

場合、地盤は降伏応力に達するまでは初期剛性を持つ弾性体として挙動する。一方、地盤は

小さいひずみ領域から徐々に塑性化するため、完全弾塑性モデルで初期せん断剛性を・Vs
2

（：密度、Vs：せん断波速度）とすると、地盤が降伏するまでの剛性を大きく評価すると考

えられる。これを避けるために、本解析では、初期せん断剛性を 0.5・Vs
2として用いる。 

地盤の境界条件は、底面を水平ローラー、側面を鉛直ローラーとする。側面境界について

は、モデル化する地盤全体の領域を十分に大きく取ることにより、杭の水平抵抗に及ぼす境

界条件の影響を小さくしている。 

 

(2) 地盤－杭間の接触条件 

地盤－杭間には滑り、剥離、再接触を考慮できるペナルティ法に基づく接触条件を与え、

接触面の静止および動摩擦係数は砂質地盤、粘性地盤ともに tans（s：砂質地盤の内部摩擦

角）とする。ペナルティ法の詳細については 2.4節を参照されたい。 

 

(3) 載荷ステップ 

載荷ステップは単調載荷および正負交番漸増載荷とする。単調載荷の場合の最大変位は

100mmとする。正負交番漸増載荷は、変位振幅 1mm、2mm、5mm、10mm、20mm、50mmの

載荷を連続して行った後、正の方向に 100mm押し切って載荷を終了する。解析結果は、特に

断らない限り単調載荷のものを示す。 

 

 

図 3-3 三次元有限要素モデル（5×5群杭、S/B=2.5） 

  

1
1

m

1
.5

m

(a) モデル全体図 (b) 杭周地盤の要素分割

切欠き

6.0m

6
.0

m
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3.2.3 杭頭ばねと杭周地盤ばねの算出方法 

群杭の水平抵抗として、図 3-1 に示した杭頭ばねと杭周地盤ばねを、それぞれ杭に対して

図 3-4(a), (b)に示す強制変位を与えて算出する。 

 

(1) 杭頭ばねを算出する場合 

杭は弾性体のシェル要素でモデル化する。杭の曲げ剛性は、鋼管杭の初期曲げ剛性相当と

する。杭の境界条件は、杭頭を剛基礎と剛接合とし、杭先端を固定条件とする。剛基礎の回

転は拘束する。この条件下で杭頭に対して強制変位を与えて算出した杭頭せん断力－杭頭変

位関係を、杭頭ばねの力－変形関係とする。 

 

(2) 杭周地盤ばねを算出する場合 

杭を深さ方向に有限個の部分に離散化した時の杭周地盤反力ベクトルを{p}、杭変位ベクト

ルを{u}とおくと、{p}と{u}の関係は地盤剛性マトリクス[Kp]を用いて(3-1)式の通りに表され

る。 

 }]{[}{ uKp p         (3-1) 

ここで、[Kp]は杭どうしおよび深さ方向のばねが連成したフルマトリクスである。これと等価

になるように、杭周地盤ばねを(3-2)式に示すように、非連成のばねである水平地盤ばね[Ka]

と連成ばね[Kb]の和に置換する。 

 ][][][ bap KKK         (3-2) 
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本研究ではこの中でも[Ka]に着目する。[Ka]を求めるためには、まず杭位置に相当する部分の

地盤を円形に切欠いた「中空切欠き地盤」としてモデル化する。本解析では地盤－杭間の滑

り、剥離を考慮するため、図 3-5 に示すように、杭を接触判定では考慮されるが応力は負担

しないシェル要素でモデル化し、このシェル要素と地盤との間で前述の接触条件を設定して

いる。このようなモデルに対して全ての杭に杭長方向に一様でかつ等しい強制水平変位 u を

与えると、各深さで杭周地盤反力 piが得られる。これらを(3-1)式に代入すると Kb
ijを含む項

が消え、(3-5)式を得ることができる。 

 uKp i

ai          (3-5) 

したがって、各深さの水平地盤ばね Ka
iは(3-6)式より求めることができる 3.6)。 

 
u

p
K ii

a          (3-6) 

 

 

図 3-4 杭頭ばねと杭周地盤ばねの算出時に仮定する杭の変位モード 

 

 

図 3-5 杭周地盤ばねの算出時における杭のモデル化 

 

  

(a) 杭頭ばねの算出方法

弾性杭 シェル要素

(b) 杭周地盤ばねの算出方法

①杭頭に強制変位
②全ての杭の杭頭変位は等しい

①杭長方向に一様な強制変位
②全ての杭の変位は等しい

シェル要素

同一深さの
節点に同一
強制変位

地盤

切欠き

地盤の節点

杭の節点

(a) 俯瞰図 (b) 平面図
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3.3 杭頭ばねの群杭効果 

 本節では、既往の研究で多く取り扱われている杭頭位置における群杭の水平抵抗の基本的

性状を把握する。検討では、群杭を 1本に集約した「杭頭集約ばね」の杭頭せん断力と、個々

の杭について求めた杭頭せん断力を考える。 

 

3.3.1 各杭の杭頭せん断力－変位関係 

図 3-6 に、杭間隔比 2.5 の正方配置の 5×5 群杭に対して 0°方向に加力した場合における側

面中央杭（B杭）、前面隅杭（C杭）および中央杭（E杭）の杭頭せん断力－変位関係を示す。

図中には比較として単杭の杭頭せん断力－変位関係も示す。まず群杭と単杭を比較すると、

群杭の杭頭せん断力はいずれの杭でも同変位における単杭の杭頭せん断力を下回っている。

また、杭頭せん断力は前方杭となる C杭で最も大きく、次いで B 杭、E杭の順に小さくなっ

ている。杭頭変位 100mm における B 杭の杭頭せん断力は、砂質地盤では C 杭の約 5 割、粘

性地盤では約 7割となっており、砂質地盤の方が杭位置による杭頭せん断力の違いは大きい。 

図 3-7 に、同じ 5×5 群杭に対して 45°方向に加力した場合における前面端杭（A 杭）、前面

中央杭（B 杭）および中央杭（E 杭）の杭頭せん断力－変位関係を示す。0°方向加力と同様、

群杭の一本ごとの杭頭せん断力は同変位における単杭のそれに比べ小さくなっており、後方

杭となる E杭で一段と小さくなっている。前方杭となる A杭と B杭の杭頭せん断力を比較す

ると、砂質地盤では両杭で概ね同程度であるのに対し、粘性地盤では端杭となる A杭の杭頭

せん断力が大きくなっている。 
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図 3-6 各杭の杭頭せん断力－変位関係（5×5群杭、S/B=2.5、0°加力） 

 

 

図 3-7 各杭の杭頭せん断力－変位関係（5×5群杭、S/B=2.5、45°加力） 
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3.3.2 杭頭ばねの群杭係数－変位関係 

群杭の平均的な水平抵抗性状を把握するために、群杭を 1 本に集約した「杭頭集約ばね」

の杭頭せん断力を考える。杭頭変位 uに対する杭頭集約ばねの群杭係数Hを、各杭の杭頭せ

ん断力を用いて(3-7)式の通りに定義する。 

 
)(

)(
)(

uQN

uQ
u

Sp

ii

H



        (3-7) 

ここに、Qi(u)：群杭の第 i 杭の杭頭せん断力、Np：杭本数、QS(u)：単杭の杭頭せん断力 

図 3-8に、杭間隔比 2.5の正方配置の 5×5 杭群杭について求めた群杭係数－変位関係を、0°

および 45°方向加力で比較して示す。群杭係数は、群杭の一本ごとの杭頭せん断力が単杭のそ

れを下回っていたことを反映して、土質、杭頭変位および加力方向によらず 1 を下回ってい

る。砂質地盤について見ると、群杭係数は杭頭変位 3mm程度までは減少傾向にあるが、杭頭

変位 3mmを超えると概ね 0.4 程度で一定の値となる。次に、粘性地盤について見ると、群杭

係数は杭頭変位 4mm 程度で極小となった後、増大傾向に転じ、杭頭変位 30mm を超えると

0.5程度で概ね一定の値となる。加力方向による違いを見ると、粘性地盤では 0°および 45°方

向加力の群杭係数はほぼ一致するのに対し、砂質地盤では 45°方向加力の群杭係数がやや大き

くなる。 

 

3.3.3 杭頭ばねの群杭係数－杭本数関係 

図 3-9に、杭間隔比 2.5の正方配置の群杭について、杭頭集約ばねの群杭係数－杭本数関係

を、0°および 45°方向加力で比較して示す。図には代表変位として、地盤がほぼ弾性範囲に留

まる杭頭変位 1mm と、極限地盤反力に達しないものの地盤の塑性化が進行する杭頭変位

100mmの結果を示す。土質、杭頭変位および加力方向によらず、群杭係数は 1を下回り、杭

本数が多くなるにつれて小さくなる。土方ら 3.9)は、群杭係数は概ね杭本数の-1/2 乗程度にな

ると報告しているが、本解析で得られた群杭係数はこれを上回る。図(c)に、0°方向に杭頭変

位 100mmを与えた場合の群杭係数を、砂質地盤と粘性地盤で比較して示す。杭本数によらず、

砂質地盤の群杭係数が小さくなっている。 
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図 3-8 群杭係数－変位関係（5×5群杭、S/B=2.5） 

 

 

図 3-9 群杭係数－変位関係（5×5群杭、S/B=2.5） 
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3.3.4 杭頭せん断力の平面分布 

図 3-10 に、杭間隔比 2.5の正方配置の 5×5 杭群杭に対して杭頭変位 1mmおよび 100mmを

与えた場合における杭一本一本の杭頭せん断力を示す。ここで、棒グラフの位置は杭位置と

対応しており、縦軸の杭頭せん断力については同変位における単杭のそれで除して基準化し

た値 Q/QSを示している。杭頭変位 1mmについて見ると、杭頭せん断力は加力方向によらず、

隅杭で大きく中央杭で小さい、すり鉢状の分布となる。 

一方、杭頭変位 100mmについて見ると、0°方向加力の場合に網掛けで示した 5本の杭が前

面杭となり、これらの杭が 1 本あたりで負担する杭頭せん断力は、他の杭に比べ砂質地盤の

場合に 2.1 倍程度、粘性地盤の場合に 1.4 倍程度となる。45°方向加力の場合には 9 本の杭が

前面杭となり、前面杭 1 本あたりの杭頭せん断力は、他の杭に比べ砂質地盤で約 1.9 倍、粘

性地盤で約 1.4 倍となる。このように、杭頭変位が大きくなると前面杭に杭頭せん断力が集

中し、特に砂質地盤でその傾向が顕著になる。これは、前面杭の Q/QSは砂質地盤と粘性地盤

で大差ないものの、後方杭の Q/QSは砂質地盤で小さくなることによる。このことは砂質地盤

で群杭係数が小さくなった要因でもある。また、前面杭の杭頭せん断力分布を見ると、砂質

地盤では全ての杭で概ね同程度の杭頭せん断力となっているのに対し、粘性地盤では端杭の

杭頭せん断力が大きい分布となっている。 
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図 3-10 各杭の杭頭せん断力の平面分布（5×5群杭、S/B=2.5） 
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3.4 杭周地盤ばねの群杭効果 

杭頭せん断力が杭位置によって変化するのは、杭周での地盤抵抗が影響していることによ

ると考えられる。そこで、本節では杭周地盤ばねに焦点を当てて考察を行う。杭周地盤ばね

についても、群杭を 1 本に集約した「杭周集約地盤ばね」と、個々の杭について求めた杭周

地盤ばねについて分析する。 

 

3.4.1 各杭の杭周地盤反力－変位関係および杭周地盤反力の深さ方向分布 

本項では杭間隔比 2.5 の列状配置の 5×1 群杭および正方配置の 5×5 群杭について、代表的

な杭に着目し、杭周地盤反力－変位関係および杭周地盤反力の深さ方向分布を分析する。 

 

(1) 5×1群杭の場合 

まず 5×1 群杭に対して 0°方向に加力した場合の中央杭（B 杭）および前方杭（C 杭）の杭

周地盤反力について分析する。図 3-11に、各杭の GL-1.5m深さにおける杭周地盤反力－変位

関係を示す。まず群杭と単杭を比較すると、群杭の杭周地盤反力はいずれの杭でも単杭の杭

周地盤反力を下回っており、後方杭となる B 杭で一段と小さい。杭変位 100mm における B

杭の杭周地盤反力は、砂質地盤では C 杭の約 3割、粘性地盤では約 8割であり、砂質地盤の

方が杭位置による違いが顕著である。 

図 3-12 に、代表的な杭変位における各杭の杭周地盤反力の深さ方向分布を示す。GL-1.5m

深さと同様、群杭の杭周地盤反力は、いずれの杭のいずれの深さにおいても単杭の杭周地盤

反力を下回っており、B杭で一段と小さくなっている。 

 

(2) 5×5群杭の場合 

5×5群杭に対して 0°方向に加力した場合の側面中央杭（B杭）、前面隅杭（C杭）および中

央杭（E杭）の杭周地盤反力について分析する。図 3-13に、各杭の GL-1.5m深さにおける杭

周地盤反力－変位関係を示す。群杭と単杭を比較すると、5×1 群杭と同様、群杭の杭周地盤

反力はいずれの杭でも単杭のそれを下回っている。杭周地盤反力は前方杭となる C 杭で最も

大きく、B杭がそれに続き、E杭の杭周地盤反力は非常に小さい。杭変位 100mmにおける B

杭の杭周地盤反力は、砂質地盤では C 杭の約 2割、粘性地盤では約 6割となっており、砂質

地盤の方が杭位置による違いが顕著である。 

図 3-14 に、代表的な杭変位における各杭の杭周地盤反力の深さ方向分布を示す。GL-1.5m

深さと同様、群杭の杭周地盤反力はいずれの杭のいずれの深さにおいても単杭の杭周地盤反

力を下回っており、C杭、B杭、E杭の順に小さくなっている。 

次に、同じ 5×5 群杭に対して 45°方向に加力した場合の前面端杭（A 杭）、前面中央杭（C

杭）および中央杭（E杭）の杭周地盤反力について分析する。図 3-15に、各杭の GL-1.5m深

さにおける杭周地盤反力－変位関係を示す。0°方向加力と同様、群杭の一本ごとの杭周地盤
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反力は単杭のそれを下回っており、E杭で特に小さくなっている。前面杭となる A杭と C杭

に着目して杭位置による違いを見ると、砂質地盤では小変位時に A杭の杭周地盤反力が大き

くなるものの、杭変位が増大するにつれて A杭と C杭の差が小さくなる。一方、粘性地盤で

は端杭となる A杭の杭周地盤反力が大きくなっている。 

図 3-16 に、代表的な杭変位における各杭の杭周地盤反力の深さ方向分布を示す。群杭の杭

周地盤反力はいずれの杭のいずれの深さにおいても単杭の杭周地盤反力を下回っている。杭

変位 1mmの場合は A杭、C杭、E杭の順に杭周地盤反力が大きくなっている。杭変位 100mm

の場合は、砂質地盤では A杭および C杭の杭周地盤反力が同程度になるのに対し、粘性地盤

では A杭の杭周地盤反力が大きくなっている。 

  



3-15 

 

図 3-11 各杭の杭周地盤反力－変位関係（5×1群杭、S/B=2.5、0°加力、GL-1.5m） 

 

 

図 3-12 各杭の杭周地盤反力の深さ方向分布（5×1群杭、S/B=2.5、0°加力） 
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図 3-13 各杭の杭周地盤反力－変位関係（5×5群杭、S/B=2.5、0°加力、GL-1.5m） 

 

 

図 3-14 各杭の杭周地盤反力の深さ方向分布（5×5群杭、S/B=2.5、0°加力） 
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図 3-15 各杭の杭周地盤反力－変位関係（5×5群杭、S/B=2.5、45°加力、GL-1.5m） 

 

 

図 3-16 各杭の杭周地盤反力の深さ方向分布（5×5群杭、S/B=2.5、45°加力） 
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3.4.2 杭周地盤ばねの群杭係数－変位関係および群杭係数の深さ方向分布 

群杭の平均的な水平抵抗性状を把握するために、群杭を 1 本に集約した「杭周集約地盤ば

ね」の杭周地盤反力を考える。杭変位 u に対する深さ z における杭周集約地盤ばねの群杭係

数Hを、各杭の杭周地盤反力を用いて(3-8)式の通りに定義する。 

 
),(

),(
),(

zupN

zup
zu

Sp

ii

H



        (3-8) 

ここに、pi(u,z)：群杭の第 i 杭の深さ z における杭周地盤反力、Np：杭本数、QS(u,z)：単杭の

深さ z における杭周地盤反力 

本項では杭間隔比 2.5 の列状配置の 5×1 群杭および正方配置の 5×5 群杭について、群杭係数

－変位関係および群杭係数の深さ方向分布を分析する。 

 

(1) 5×1群杭の場合 

図 3-17 に、5×1 群杭について、GL-1.5m 深さにおける杭周集約地盤ばねの群杭係数－変位

関係を 0°、45°および 90°方向加力で比較して示す。群杭係数は、土質、杭変位および加力方

向によらず 1 を下回っている。土質と杭変位によらず、直列方向となる 0°方向の加力よりも

並列方向となる 90°方向の加力で群杭係数は大きくなる。砂質地盤について見ると、0°方向加

力では杭変位の増大とともに群杭係数が小さくなるのに対し、90°方向加力では逆に大きくな

る。杭変位 100mmでは 90°方向加力時の群杭係数が 0°方向加力の約 2倍となる。一方、粘性

地盤について見ると、加力方向によらず群杭係数は杭変位 20mm 付近で極小となり、それ以

上変位が大きくなると群杭係数は増大傾向にある。加力方向による群杭係数の違いは、砂質

地盤に比べると小さい。 

図 3-18 に、杭変位 1mmおよび 100mmにおける群杭係数の深さ方向分布を示す。群杭係数

はいずれの深さにおいても 90°方向加力で大きく、0°方向加力で小さくなっている。 

 

(2) 5×5群杭の場合 

図 3-19 に、5×5 群杭について、GL-1.5m 深さにおける杭周集約地盤ばねの群杭係数－変位

関係を 0°および 45°方向加力で比較して示す。群杭係数は、群杭の一本ごとの杭周地盤反力

が単杭のそれを下回っていたことを反映して、土質、杭変位および加力方向によらず 1 を下

回っている。土質による違いを見ると、砂質地盤では杭変位によらず概ね一定であるのに対

し、粘性地盤では杭変位 20mm 付近で極小となった後、増大傾向に転じる。加力方向による

違いを見ると、砂質地盤では 45°方向加力の群杭係数がやや大きくなるものの、5×1 群杭に比

べると加力方向の影響は小さい。 

図 3-20 に、杭変位 1mmおよび 100mmにおける群杭係数の深さ方向分布を示す。群杭係数

は、杭変位 1mm の場合は加力方向の影響をあまり受けていないが、杭変位 100mm の場合は

45°方向加力でやや大きくなっている。 
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図 3-17 群杭係数－変位関係（5×1群杭、S/B=2.5、GL-1.5m） 

 

 

図 3-18 群杭係数の深さ方向分布（5×1群杭、S/B=2.5、GL-1.5m） 
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図 3-19 群杭係数－変位関係（5×5群杭、S/B=2.5、GL-1.5m） 

 

 

図 3-20 群杭係数の深さ方向分布（5×1群杭、S/B=2.5、GL-1.5m） 
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3.4.3 杭周地盤ばねの群杭係数－杭本数関係 

本項では杭間隔比 2.5 の列状配置および正方配置の群杭について、群杭係数－杭本数関係

を分析する。 

 

(1) 列状配置の群杭の場合 

図 3-21 に、列状配置の群杭について、GL-1.5m深さにおける杭周集約地盤ばねの群杭係数

－杭本数関係を 0°、45°および 90°方向加力で比較して示す。図中には、弾性支承梁の理論解

に基づく杭頭ばねと杭周地盤ばねの関係式「H=H
4/3」3.1)に、杭頭ばねの群杭係数と杭本数

Npの関係式「H=Np
-1/2」3.9)を代入して得た「H=Np

-2/3」を併せて示している。まず杭変位 1mm

を与えた場合に着目すると、群杭係数は Np
-2/3よりもやや大きくなっている。加力方向による

違いを見ると、群杭係数は 0°方向、45°方向、90°方向の順に大きくなっており、90°方向加力

時の群杭係数は 0°方向加力時の約 1.1～1.3 倍となっている。 

次に、砂質地盤で杭変位 100mmを与えた場合に着目すると、90°方向加力時の群杭係数は 0°

方向加力時の約 1.4～2.9倍となっており、加力方向による群杭係数の違いは杭変位 1mmに比

べ一段と大きくなる。 

一方、粘性地盤で杭変位 100mmを与えた場合に着目すると、90°方向加力時の群杭係数は 0°

方向加力時の約 1.1～1.2 倍となっており、砂質地盤で同変位を与えた場合に比べると群杭係

数に及ぼす加力方向の影響は小さい。 

図(d)、(e)に、それぞれ 0°方向、90°方向に杭変位 100mmを与えた場合の群杭係数を砂質地

盤と粘性地盤で比較して示す。0°方向加力では砂質地盤の群杭係数が小さいのに対し、90°方

向加力では逆に大きくなる。 

 

(2) 正方配置の群杭の場合 

図 3-22 に、正方配置の群杭について、GL-1.5m深さにおける杭周集約地盤ばねの群杭係数

－杭本数関係を 0°および 45°方向加力で比較して示す。砂質地盤について見ると、杭変位お

よび加力方向が群杭係数に及ぼす影響は小さい。粘性地盤について見ると、杭変位 100mmで

の群杭係数は杭変位 1mmでの群杭係数に比べ大きくなっているが、加力方向の影響について

は小さい。このように、正方配置の群杭では列状配置に比べ群杭係数に及ぼす加力方向の影

響は小さい。 

図(c)に、0°方向に杭変位 100mmを与えた場合の群杭係数を砂質地盤と粘性地盤で比較して

示す。杭本数によらず、群杭係数は粘性地盤の方が大きくなっている。 
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図 3-21 群杭係数－杭本数関係（5×1群杭、S/B=2.5、GL-1.5m） 
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図 3-22 群杭係数－杭本数関係（5×5群杭、S/B=2.5、GL-1.5m） 
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3.4.4 杭周地盤反力の平面分布 

本項では杭間隔比 2.5 の列状配置の 5×1 群杭と、杭間隔比 2.5 および 6.0の正方配置の 5×5

群杭について、杭周地盤反力の平面分布を分析する。 

 

(1) 5×1群杭の場合 

図 3-23 に、杭間隔比 2.5の 5×1 群杭について、杭変位 1mmおよび 100mmにおける GL-1.5m

深さでの杭周地盤反力の平面分布を示す。棒グラフの位置は杭位置と対応しており、縦軸の

杭周地盤反力については同変位における単杭のそれで除して基準化した値を示している。杭

変位 1mmを与えた場合について見ると、加力方向によらず、端杭の杭周地盤反力が大きく中

杭の杭周地盤反力が小さい分布となる。 

次に、砂質地盤で杭変位 100mm を与えた場合について見ると、0°および 45°方向加力の場

合には、1 本の杭が前面杭となって、それぞれ他の杭の 4.6 倍、1.7 倍程度の杭周地盤反力を

負担している。90°方向加力の場合には端杭よりも中杭の杭周地盤反力が大きくなる。 

一方、粘性地盤で杭変位 100mm を与えた場合について見ると、0°および 45°方向加力の場

合には、砂質地盤に比べると後方杭の杭周地盤反力が大きくなり、後方杭の杭周地盤反力に

対する前方杭の杭周地盤反力の比率はそれぞれ他の杭の 1.4倍、1.2 倍程度に留まる。90°方向

加力の場合には、全杭で杭周地盤反力が概ね均等に発生している。 

 

(2) 5×5群杭の場合 

図 3-24 に、杭間隔比 2.5の 5×5 群杭について、杭変位 1mmおよび 100mmにおける GL-1.5m

深さでの杭周地盤反力の平面分布を示す。杭変位 1mmを与えた場合に着目すると、加力方向

によらず、杭周地盤反力は隅杭で大きく中央杭で小さい、すり鉢状の分布となる。 

次に、砂質地盤で杭変位 100mmを与えた場合に着目すると、0°方向加力では網掛けで示し

た 5 本の杭、45°方向加力では 9 本の杭が前面杭となって、それぞれ 1 本あたり他の杭の 5.3

倍、4.3倍程度の杭周地盤反力を負担している。すなわち、5×1 群杭に比べ前面（方）杭への

杭周地盤反力の集中が著しい。また、同じ 5×5 群杭について前節で求めた杭頭ばねに比べて

も、前面杭への集中が顕著に見られる。 

一方、粘性地盤で杭変位 100mmを与えた場合に着目すると、側面杭や内部杭である程度の

大きさの杭周地盤反力が発生するために、前面杭に発生する杭周地盤反力は両ケースともに

他の杭の 1.9 倍程度に留まる。 

前面杭に着目して、杭変位 100mmでの杭周地盤反力の分布を見ると、砂質地盤では杭周地

盤反力が中杭で大きくなるのに対し、粘性地盤では逆に小さくなる。 

図3-25に、杭間隔比6.0の杭間隔比2.5の5×5群杭について、杭変位100mmにおけるGL-1.5m

深さでの杭周地盤反力の平面分布を示す。砂質地盤について見ると、前面杭の杭周地盤反力

は 0°方向加力時に他の杭の約 2.6 倍、45°方向加力時に約 2.2 倍となっており、杭間隔比 2.5

の群杭に比べると前面杭への杭周地盤反力の集中は緩和されるものの、依然として杭位置に
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よる違いが見られる。 

一方、粘性地盤について見ると、前面杭の杭周地盤反力は 0°および 45°方向加力ともに他

の杭の約 1.2 倍に留まっており、杭周地盤反力分布は均等化されている。 

建築基礎構造設計指針 3.10)によると、杭間隔比 6.0 は群杭では群杭効果が小さくなるとされ

るが、依然として p/pSは 0.7 を下回っており、かつ杭位置と加力方向による杭周地盤反力の

違いが認められる。なお、鈴木ら 3.3)は、杭間隔比 10 の群杭で杭頭位置での群杭効率（本論

文のHに相当）が約 0.7 となることが実験的に示している。また、本解析で群杭の杭周地盤

反力が小さくなる理由として、杭頭加力時と異なり杭の全長にわたって一様な変位を与えて

いるため、杭間地盤の抵抗を小さめに評価していると考えられる。 

続いて、これらの 5×5 群杭に対して 0°方向に杭変位 100mm を与えた場合に GL-1.5m 深さ

の杭周地盤に発生する相当塑性ひずみの分布を、図 3-26 に示す。杭間隔比を 2.5 とした場合

には、杭群の側面および背面に大きな相当塑性ひずみが発生しているが、杭間地盤にはあま

り相当塑性ひずみが発生しておらず、杭と杭間地盤が一体となって変位していることが分か

る。また、杭間隔比を 6.0とした場合でも、砂質地盤においては同様の地盤変状が見られる。

一方、粘性地盤で杭間隔比を 6.0 とした場合には一本一本の杭の前方にのみ大きな相当塑性

ひずみが発生しており、杭間隔比 2.5 の群杭とは杭周地盤の変形性状が明らかに異なる。こ

のことが、土質と杭間隔比の違いによって杭周地盤反力の平面分布に差異が発生した要因と

考えられる。 
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図 3-23 各杭の杭周地盤反力の平面分布（5×1群杭、S/B=2.5、GL-1.5m） 
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図 3-24 各杭の杭周地盤反力の平面分布（5×5群杭、S/B=2.5、GL-1.5m） 
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図 3-25 各杭の杭周地盤反力の平面分布（5×5群杭、S/B=6.0、GL-1.5m） 
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図 3-26 杭周地盤の相当塑性ひずみ分布（5×5群杭、変位 100mm、GL-1.5m） 

 

 

 

  

(a) 砂質地盤 (S/B=2.5) (b) 粘性地盤 (S/B=2.5)

(c) 砂質地盤 (S/B=6.0) (d) 粘性地盤 (S/B=6.0)

加力方向

加力方向加力方向

加力方向

0

1%



3-30 

3.4.5 各杭の杭周地盤反力－変位関係の履歴特性 

本項では、杭間隔比 2.5 の正方配置の 5×5 群杭における杭周地盤ばねの履歴特性について

分析する。図 3-27 に、5×5 群杭に対して 0°－180°方向に正負交番漸増載荷を行った場合につ

いて、各杭の GL-1.5m 深さにおける杭周地盤反力－変位関係を示す。図には比較として単杭

の結果も併記する。 

まず砂質地盤について見ると、群杭では単杭の履歴性状に比べ、各杭で杭周地盤の抵抗性

状が異なる。加力方向の前方に他の杭がある場合は杭周地盤の抵抗が小さくなるため、杭位

置によって杭周地盤抵抗が描く履歴ループの性状が異なる。すなわち、加力方向の前後に他

の杭がある B、E 杭では、正負対称かつ履歴面積の小さなループを描くのに対し、片側にの

み他の杭のある A、C、D、F 杭では、前面杭となる向きで履歴面積の大きい非対称な三角形

のループを描いている。 

一方、粘性地盤について見ると、前方杭と後方杭の杭周地盤反力の差が砂質地盤に比べ小

さいため、端杭となる A、C、D、F 杭においても正負対称に近いループを描いている。しか

し、各変位振幅の最大変位に達した後の除荷から逆方向への加力に至る履歴曲線に着目する

と、端杭となる A、C、D、F 杭では地盤－杭間に離間が発生しスリップ挙動が発生するのに

対し、中杭となる B、E杭ではスリップ挙動が発生せず、紡錘形のループを描いている。 
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図 3-27 各杭の杭周地盤ばねの履歴特性（5×5群杭、S/B=2.5、GL-1.5m） 
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3.5 加力方向が杭頭ばねおよび杭周地盤ばねに及ぼす影響 

3.5.1 杭頭ばねと加力方向の関係 

図 3-28 に、杭間隔比 2.5の正方配置の 5×5 群杭について、杭頭変位 1mmおよび 100mmに

おける外周中央杭（B 杭）、隅杭（C杭）および中央杭（E杭）の杭頭せん断力－加力方向関

係を示す。ここで、加力方向は 15°ずつ変化させた結果を示しており、杭頭せん断力は単杭に

同変位を与えた場合の杭頭せん断力で除して基準化している。また、図中の「平均」は 25 本

の杭頭せん断力の平均値を表しており、杭頭集約ばねに相当する。 

まず杭頭変位 1mmについて見ると、B杭および E杭の杭頭せん断力は、加力方向によらず

概ね一定の値となる。また、B 杭の杭頭せん断力は平均と同程度となる。これに対して、C

杭では加力方向によって杭頭せん断力が大きくなる。すなわち、C 杭の杭頭せん断力は、前

面端杭となる 135°および 315°方向加力時に最大となり、背面中央杭となる 225°方向加力時に

最小となる。 

次に、砂質地盤で杭頭変位 100mmを与えた場合について見ると、B杭および C杭の杭頭せ

ん断力は加力方向によって大きく変化する。B杭の杭頭せん断力は、前面杭となる 90°方向加

力時に最大となり、背面杭となる 225°～315°方向加力時に最小となる。C 杭の杭頭せん断力

は、前面杭となる 0°～90°方向加力時に最大となり、背面杭となる 225°方向加力時に最小とな

る。また、B 杭および C 杭の杭頭せん断力の最大値は全杭の杭頭せん断力の平均値を大きく

上回る。このように、砂質地盤で大きな杭頭変位を与えた場合には、外周杭の杭頭せん断力

は加力方向によって著しく変化する。 

一方、粘性地盤で杭頭変位 100mmを与えた場合について見ると、C杭の杭頭せん断力は加

力方向によって変化する。C杭の杭頭せん断力は、前面端杭となる 120°および 330°方向加力

時に最大となり、背面杭となる 225°方向加力時に最小となる。また、前面杭となる場合でも

45°方向加力時には杭頭せん断力が最大値よりもやや小さくなる。C杭の杭頭せん断力の最大

値は全杭の杭頭せん断力の平均値を上回る。B 杭の杭頭せん断力も加力方向によって変化す

るが、砂質地盤に比べると影響は小さい。 

図 3-29 に、同じ群杭の各杭について、杭変位を変化させた場合の杭頭せん断力－変位関係

を示す。両土質ともに、B 杭および C 杭では、前面杭となる場合には杭変位の増大とともに

単杭に対する杭頭せん断力の比率が大きくなり、逆に背面杭となる場合には小さくなる。し

がたって、杭変位が大きいほど、外周杭となる B杭および C杭では加力方向による杭頭せん

断力の差が大きくなる。 
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図 3-28 杭位置の違いによる杭頭せん断力－加力方向関係（5×5群杭、S/B=2.5） 

 

 

図 3-29 杭変位の違いによる杭頭せん断力－加力方向関係（5×5群杭、S/B=2.5） 
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3.5.2 杭周地盤ばねと加力方向の関係 

(1) 5×1群杭の場合 

図 3-30 に、杭間隔比 2.5の列状配置の 5×1 群杭について、杭変位 1mmおよび 100mmにお

ける GL-1.5m 位置での中央杭（B 杭）および端杭（C 杭）の杭周地盤反力－加力方向関係を

示す。ここで、加力方向は 15°ずつ変化させた結果を示しており、杭周地盤反力は単杭に同変

位を与えた場合の杭周地盤反力で除して基準化した値 p/pSを示している。また、図中の「平

均」は全杭の杭周地盤反力の平均値を表しており、前節の杭周集約地盤ばねに相当する。 

まず杭変位 1mm に着目すると、B 杭、C 杭ともに杭周地盤反力は並列方向である 90°およ

び 270°方向の加力時にやや大きくなる。また、加力方向によらず、B 杭の杭周地盤反力は平

均を下回り、C杭の杭周地盤反力は平均を上回っている。 

次に、砂質地盤で杭変位 100mmを与えた場合に着目すると、杭周地盤反力は B杭、C杭と

もに加力方向によって大きく変化する。B杭の杭周地盤反力は並列方向の加力となる 90°およ

び 270°方向加力時に最大となり、直列方向の加力となる 0°および 180°方向加力時に最小とな

る。C杭の杭周地盤反力は前方杭となる 0°方向加力時に最大となり、後方杭となる 180°方向

加力時に最小となる。平均との比較では、B 杭の最大杭周地盤反力は加力方向が同じ場合の

平均杭周地盤反力に近いが、C杭の最大杭周地盤反力は平均の 2倍以上となっている。 

一方、粘性地盤で杭変位 100mmを与えた場合に着目すると、B杭および C杭の杭周地盤反

力は加力方向により若干変化するものの、砂質地盤に比べると影響は小さく、また平均との

差は高々3割程度である。 

図 3-31 に、同じ 5×1群杭の各杭について、杭変位を変化させた場合の杭周地盤反力－加力

方向関係を示す。まず砂質地盤について見ると、B杭の p/pSは、90°および 270°方向加力時に

は杭変位の増大とともに大きくなり、0°および 180°方向加力時には逆に小さくなる。また、C

杭の p/pS は、0°方向加力時には杭変位の増大とともに大きくなり、180°方向加力時には逆に

小さくなる。その結果、杭変位の増大とともに各杭の杭周地盤反力に及ぼす加力方向の影響

が大きくなっている。 

一方、粘性地盤について見ると、杭変位が大きくなることで各杭の p/pSは大きくなるが、

その増大率は全方向で概ね均等であり、杭変位が大きくなっても各杭の杭周地盤反力に加力

方向の影響はあまり変化しない。 

 

(2) 5×5群杭の場合 

図 3-32 に、杭間隔比 2.5の正方配置の 5×5 群杭について、杭変位 1mmおよび 100mmにお

ける GL-1.5m位置での外周中央杭（B杭）、隅杭（C杭）および中央杭（E杭）の杭周地盤反

力－加力方向関係を示す。まず杭変位 1mmについて見ると、B杭および E杭の杭周地盤反力

は、加力方向によらず概ね一定となるのに対して、C 杭では加力方向によって杭周地盤反力

が変化する。C杭の杭周地盤反力は、前面端杭となる 135°および 315°方向加力時に最大とな

り、前面杭および背面杭となる 45°および 225°方向加力時に最小となる。 
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次に、砂質地盤で杭変位 100mmを与えた場合について見ると、B杭および C杭の杭周地盤

反力は加力方向によって大きく変化する。C杭の杭周地盤反力は、前面杭となる 0°および 90°

方向加力時に最大となり、背面杭となる 225°方向加力時に最小となる。また、C杭は 0°～135°

および 315°～360°という広い範囲の加力方向に対して杭周地盤反力の集中する前面杭となる。

一方、B杭の杭周地盤反力は、前面杭となる 90°方向加力時に最大となり、背面杭となる 225°

～315°方向加力時に最小となる。このように、杭周地盤反力においても杭頭せん断力と同様

に、杭位置と加力方向による違いが明瞭に認められる。 

一方、粘性地盤で杭変位 100mmを与えた場合について見ると、C杭の杭周地盤反力は加力

方向によって変化する。C杭の杭周地盤反力は、前面端杭となる 120°および 330°方向加力時

に最大となり、背面杭となる 225°方向加力時に最小となる。また、前面杭となる場合でも 45°

方向加力時には杭周地盤反力が最大値よりもやや小さくなる。B 杭の杭周地盤反力も加力方

向によって変化するが、砂質地盤に比べると加力方向の影響は小さい。 

図 3-33 に、同じ 5×5 群杭につて、杭変位を変化させた場合の杭周地盤反力－加力方向関

係を示す。両土質ともに、B 杭および C 杭では、前面杭となる場合には杭変位の増大ととも

に p/pS が大きくなり、逆に背面杭となる場合には小さくなる。したがって、杭変位が大きい

ほど、外周杭となる B杭および C杭では加力方向による杭周地盤反力の差が顕著になる。 

図 3-34 に、杭間隔比が異なる 5×5群杭の各杭について、杭変位 100mmを与えた時の杭周

地盤反力－加力方向関係を示す。土質と加力方向によらず、杭間隔が広いほど杭周地盤反力

は大きくなる。杭間隔比を 2.5から 6.0に変化させると、杭周地盤反力は、B杭と C杭の背面

杭となる向きおよび E杭では 2倍以上になるのに対し、B杭および C杭の前面杭となる向き

では高々1.3 倍程度にしかならず、杭位置と加力方向によって杭周地盤反力に及ぼす杭間隔の

影響が異なる。 
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図 3-30 杭位置の違いによる杭周地盤反力－加力方向関係 

（5×1群杭、S/B=2.5、GL-1.5m） 

 

 

図 3-31 杭変位の違いによる杭周地盤反力－加力方向関係 

（5×1群杭、S/B=2.5、GL-1.5m） 
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図 3-32 杭位置の違いによる杭周地盤反力－加力方向関係 

（5×5群杭、S/B=2.5、GL-1.5m） 

 

図 3-33 杭変位の違いによる杭周地盤反力－加力方向関係 

（5×5群杭、S/B=2.5、GL-1.5m） 
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図 3-34 杭間隔比の違いによる杭周地盤反力－加力方向関係 

（5×5群杭、変位 100mm、GL-1.5m） 
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3.6 本章のまとめ 

本章では、実大群杭の三次元有限要素法を用いた解析検討により、杭本数、杭配置、杭間

隔、地盤条件および加力方向を変えて群杭の杭一本ごとに杭周地盤抵抗を算出した。以下に

得られた知見をまとめて示す。 

① 列状配置群杭の群杭係数は、並列方向加力で大きく、直列方向加力で小さくなった。一

方、正方配置群杭の群杭係数は、砂質地盤で対角方向に加力した場合にやや大きくなる

ものの、列状配置の群杭に比べると加力方向による影響をあまり受けなかった。 

② 群杭の杭周地盤抵抗は、小変位時には隅杭で大きく中央杭で小さい分布となるのに対し、

大変位時には前面杭で集中して大きくなり、杭位置によって杭周地盤の抵抗性状が異な

ることを明らかにした。 

③ 粘土地盤に比べ砂質地盤では、杭間隔が狭い場合に杭位置による杭周地盤抵抗の違いが

顕著になることを示した。 

④ 杭周地盤抵抗の加力方向による方向性は、特に隅杭では大きな地盤反力が発生する加力

方向の範囲でが広いことを示した。 

以上より、群杭の杭周水平地盤抵抗が杭位置、加力方向および杭変位によって大きく変化

することを示した。大地震時の杭応力評価を精度良く行う上で、本研究で得られた杭周地盤

ばねの諸特性を適切に解析モデルに考慮することが重要であると考えられる。 
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第 4章 1995年兵庫県南部地震での杭被害解析 

 

4.1 はじめに 

1995 年兵庫県南部地震では、建築基準法の設計レベルを上回る地震動が都市を直撃し、湾

岸の軟弱地盤と市街地の震度 7 の地域を中心に杭基礎の被害が多数発生した例えば 4.1)-4.3)。地震

発生後、各機関および学会によって精力的に行われた被害調査や、さらに、現在までに行わ

れた実験研究・解析研究によって、杭基礎構造の被害要因として地盤－杭－上部構造連成系

の非線形挙動が確実に影響を及ぼしたことが分かっている 4.4)。その中で、特に沖積低地や人

工埋立地で発生した液状化・側方流動による杭被害については、ポートアイランドの鉛直ア

レーにおいて貴重な強震記録 4.5)が得られたことにより、杭基礎－上部構造への確かな入力地

震動が得られたため、多くの研究者により軟弱地盤での杭被害のシミュレーション解析が行

われた例えば 4.6)-4.8)。それらの成果として、杭基礎にみられた杭頭部の被害は上部構造の慣性力

(Inertial 成分)が、地中部の地層境界での被害は地盤の強制変形(Kinematic 成分)が主原因であ

ることが明らかとなった 4.6),4.9)。特に後者の被害は液状化や側方流動による地盤変形が原因で

あり、従来から行われていた上部構造の慣性力のみを杭頭に作用させる杭基礎設計法の見直

しに反映されている。 

一方、市街地の震度 7 の地域については、観測記録が少なかったために、震源モデルを用

いた強震動の推定や、神戸地域の不整形地盤に起因する震災の帯の出現を説明する研究例えば

4.10,4.11)が精力的に行われた。このような中で、杭基礎被害についても調査や分析が行われ、そ

の被害要因を究明する必要性が叫ばれたが、強震観測記録が少なかったことによる入力地震

動の不確かさや、大振幅入力時の杭被害解析モデルの未整備、地盤データや杭基礎被害デー

タの公開の問題等があり、必ずしも詳細な被害検証が行われていない。既往の研究として、

詳細な被害調査に基づいて杭基礎の被害要因を考察した中澤らの論文 4.12)や、スウェイ・ロッ

キングモデルと静的梁ばねモデルを併用した解析的検討によって杭の破壊状況を説明した茶

谷らの論文等 4.13),4.14)があるが、数は限られている。また、渦岡ら 4.15)は深部地盤モデルを用い

て推定した地震動を入力動として地盤－杭－上部構造系の地震応答解析を行っているが、こ

の研究は損傷の軽微だった杭基礎を対象としており、大きな損傷を受けた杭基礎に対して同

様の検討を行った事例はあまり見当たらない。将来発生が懸念されている巨大地震に対して、

杭基礎建物の被害を抑制するためには、杭基礎の被害要因を明らかにして、設計法や耐震対

策に反映させることが急務である。 

このような背景の下、2010 年度日本建築学会近畿支部耐震基礎研究会ではその活動の一環

として、兵庫県南部地震の震度 7 地域において杭基礎に被害を受けた建物を対象に被害検証

を行った。検証の対象となった建物を図 4-1 に△印で示す。いずれの事例も震度 7 地域の内

部もしくは近傍で発生した杭基礎被害である。 

本章では、杭基礎被害の中でも杭頭に被害の見られた一建物に焦点を当て、建設地点で計
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算された入力地震動と、三次元有限要素で出来る限り正確にモデル化した地盤－杭－上部構

造連成系モデルを用いた地震応答解析を行い、対象建物の地震時挙動および杭の被害要因を

明らかにする。4.2 節では、対象建物の概要と被害調査結果について述べる。4.3 節では、有

限要素による対象建物のモデル化と入力地震動の設定方法を述べる。4.4 節および 4.5 節では、

被害シミュレーションの結果を示し、兵庫県南部地震における杭頭被害の要因を示す。4.6 節

では、群杭本数と隣接建物の有無をパラメータとした解析的検討を行い、各因子の杭頭被害

に対する影響を検討する。 

 

 

図 4-1 神戸地域における基礎被害の分布（文献 4.3)の図に加筆） 
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4.2 対象建物と被害状況 4.3) 

対象建物は、神戸市東灘区の沖積低地に建つ鉄筋コンクリート造 6 階建ての集合住宅であ

り、1994 年の竣工である。建物の基礎伏図と軸組図を図 4-2、4-3、敷地地盤のボーリング柱

状図および敷地近傍で実施された PS 検層の結果に基づいて推定したせん断波速度の分布を

図 4-4 に示す。対象建物は A 棟および B 棟の 2 棟で構成されている。A 棟、B 棟ともに短辺

方向に耐震壁が概ね均等に配置された 5×1 スパンもしくは 2×1 スパンの整形ラーメン架構で

あり、住棟間はエキスパンション・ジョイントにより連結されている。対象建物は各柱下に

配置された外径 600mm の PHC 杭（C 種）により支持されている。杭基礎は独立フーティン

グ 1 個あたり 2～4 本の杭からなる群杭である。群杭の中心間距離は杭径の 2 倍（1,200mm）

である。杭の総本数は A 棟で 35 本、B 棟で 14 本（階段およびエレベーターの支持杭は杭本

数に算入しない。）であり、その支持層は G.L.-10m の洪積砂礫層である。なお、損傷状態レ

ベルの荷重に対して杭が弾性範囲内に留まることは確認されている。 

対象建物では被害状況を把握するために、1995 年 2 月に被害調査が行われた。図 4-5 に杭

頭目視による杭頭被災度判定結果を示す。建物基礎の被災度区分判定基準および復旧指針に

基づく被災度判定 4.16)では、A 棟で 5 本、B 棟で 7 本の杭が大破と診断された。ここで、大破

は表 4-1 の損傷度 V に相当する。杭の損傷により建物が傾斜したが、建物傾斜の調査では A

棟で 1/593rad.、B 棟で 1/71rad.であり、それぞれ小破、大破と診断された。A 棟では平面的に

杭の被害の程度に偏りが見られ、建物の北西部に損傷度の高い杭が集中している。地震後に

敷地内の 1 箇所で土質調査が行われたが、工事を行った掘削底以深の地盤剛性および土性は

地震前のそれと大きな相違はなかった。また、地震直後の周辺状況からも、液状化と思われ

る極度な隆起・沈下は確認されなかった。上部構造の被害としては、非構造部材やエキスパ

ンション・ジョイントに損傷が見られたもの、主要構造の損傷は軽微であった。 

B 棟の傾斜方向は北西方向であり、敷地に隣接する墓地で墓石の倒れた方向が西向きと北

向きの両方に現れている 4.3)。また、図 4-6 に示すように、東灘区において墓石および灯篭の

転倒方向として北北西－南南東方位が優勢との調査結果 4.17)がある。これらのことを踏まえる

と、敷地周辺では断層直交方向である北北西方向（A 棟の短辺方向）に強い地震動が入力さ

れたと考えられる。 
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図 4-2 基礎伏図 

 

 

図 4-3 A棟 X1通り軸組図 
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図 4-4 敷地地盤の柱状図 

 

 

図 4-5 杭頭目視被災度判定図 
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表 4-1 既製コンクリート杭の損傷度区分の一例 4.16) 

 

 

 

図 4-6 墓石および灯篭の卓越転倒方位（文献 4.17)の図に加筆） 

  

損

傷

度 

被害の種類 

軸力と曲げによる被害 軸力とせん断による被害 軸力による被害 

Ⅰ 

・ 細い曲げひび割れ（水平ひび割れ）

0.1mm以下 

・ 細いせん断ひび割れ（45°ひび割

れ）0.1mm以下 

・ 1.5D以内に片側 1～3本程度 

・ コンクリートの剥落なし 

・ 細いひび割れ 0.1mm以下 

・ 3D以内に片側 1本程度 

・ コンクリートの剥落なし 

・ 細い水平ひび割れ 0.1mm以下 

・ ひび割れ間隔 0.5D程度 

・ コンクリートの剥落なし 

Ⅲ 

・ 水平ひび割れ 1mm程度以下 

・ 45°ひび割れ 1mm程度以下 

・ 1.5D 以内に片側 3 本程度，またひ

び割れ間隔 20～30cm程度以下 

・ 局部的な表面コンクリートの剥落，

高さにして約 10cmまたは 0.2Dがあ

ってもよい 

・ 鋼材は少し見えてもよい 

・ 細いひび割れ 0.5mm程度以下 

・ 3D以内に片側 3本程度以下 

・ コンクリートの剥落なし 

・ 水平ひび割れ 1mm程度以下 

・ ひび割れ間隔 0.5D以下 

・ コンクリート剥落はひび割れに沿って

10cm幅程度以下 

Ⅴ 

・ 水平ひび割れ 1mm を超える 

・ 45°ひび割れ 1mm を超える 

・ 1.5D以内に片側 5本程度以上 

・ ひび割れ間隔 20～30cm程度以下 

・ 鋼材が局部的に座屈または破断し

ている 

・ 縦ひび割れが発生している 

・ 杭が軸方向に縮んでいる 

・ コンクリートがはじけている 

・ ひび割れが 0.5mmを超える 

・ 3D以内に片側 3本程度以上 

・ 斜めひび割れに沿ったコンクリート

の剥落がある 

・ 斜めひび割れに沿って鋼材が座

屈または破断している 

・ 杭が軸方向に縮んでいる 

・ コンクリートの剥落がひび割れに沿っ

て 10cm幅程度以上生じている 

・ コンクリートの剥落に沿って鋼材が露

出している 

・ 杭とフーチングが離れ，定着鉄筋が

見える 

・ 鋼材が座屈または破断している 

・ 杭が軸方向に縮んでいる 

・ 杭が折れ曲がっている 

 
注）表中の Dは杭径を表す 

 

対象建物
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4.3 解析方法と解析モデル 

4.3.1 解析の手順 

4.2 節で述べた杭基礎被害に対して解析的に検証を行う。本研究では、第 2 章で有効性を確

認した三次元非線形有限要素法を用いて地盤－杭－上部構造連成系をモデル化し、非線形相

互作用を考慮した地震応答解析を実施する。ここで、地震応答解析では入力地震動の設定が

重要である。しかし、対象建物の近傍では観測記録が得られていない。よって、本解析では

入力地震動として、4.3.4 項で述べる、本山第一小学校の強震記録 4.18)と神戸地域の深部不整

形地盤モデルを用いて二次元有限要素解析により評価した推定工学的基盤波 4.19)を用いる。 

 

4.3.2 上部構造の水平抵抗特性の把握 

三次元有限要素モデルを作成する前に、上部構造の保有水平耐力を把握することを目的と

して、設計図書に基づいて図 4-7 に示すような三次元フレームモデルを構築し、静的増分解

析を実施する。解析コードは構造解析ソフトの SNAP Ver.6
4.20)を用いる。基礎梁を含めた柱梁

と耐震壁は材料非線形を考慮してモデル化し、1F の柱脚をピン支持とする。各階の床には剛

床仮定を導入する。外力は、まず長期荷重による応力を架構に対し静的に作用させた後、水

平漸増載荷を荷重制御で行う。水平荷重の分布形は Ai 分布とし、短辺もしくは長辺一方向に

載荷する。漸増載荷は、いずれかの層の層間変形角が 1/50rad.に達した時点で終了し、その時

点での層せん断力を保有水平耐力とみなす。 

静的増分解析により得られた上部構造の短辺方向および長辺方向の層せん断力係数－層間

変形角関係を図 4-8 に示す。ここで、層せん断力係数はある層の層せん断力をその層が支え

る重量で除したものである。A 棟、B 棟ともに、耐震壁を多く有する短辺方向の水平力に関

しては、ベースシア係数 0.8 を超えている。一方、ラーメン構造となっている長辺方向の水

平耐力はベースシア係数 0.53～0.54 である。 

以上の結果から、次項以降で上部構造を有限要素でモデル化する際に、建物の短辺方向に

地震動を入力する場合は線形モデル、長辺方向に入力する場合は非線形モデルとする。 
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図 4-7 A棟上部構造の三次元フレームモデル 
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図 4-8 上部構造の層せん断力係数－層間変形角関係 
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4.3.3 三次元有限要素による地盤－杭－上部構造連成系モデル 

地盤、杭、および上部構造を図 4-9 に示すように非線形の三次元有限要素でモデル化し、

被害シミュレーションを行う。建物は、特に断らない限り B 棟を無視し A 棟のみをモデル化

する。解析には、地盤および杭の材料非線形と、地盤－杭の境界で発生する剥離、滑りによ

る非線形性を取り入れる。解析コードは第 2 章で有効性を確認した有限要素法の汎用コード

である LS-DYNA
4.21)を用い、陽解法で解析を行う。 

 

 

図 4-9 三次元有限要素による地盤－杭－上部構造連成系モデル 
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(1) 上部構造のモデル化 

上部構造の諸元を表 4-2 に示す。4.2 節で述べたように、敷地周辺では対象建物の短辺方向

の地震動が卓越したと考えられることから、本解析では地震動を対象建物の短辺一方向に入

力する。そのため、全項で述べたように上部構造は線形モデルとし、各層の水平剛性として

短辺方向の初期剛性を与える。床および基礎盤は剛体のソリッド要素、柱および耐震壁は層

の水平剛性が表 4-2 のそれと等価となるような弾性体のビーム要素でモデル化する。ビーム

要素に与える曲げ剛性は (4-1)式用いて算出した。 

 
n

hk
EI






12

3

        (4-1) 

ここに、EI：曲げ剛性、k：両端固定柱の水平剛性、h：柱の内法高さ、n：ビーム要素の本数 

上部構造のみに対し基礎固定条件で固有値解析を行った結果、弾性 1 次固有周期は 0.172 秒

であった。 

 

表 4-2 上部構造（A棟）の諸元 

 

 

 

 

  

(a) A棟

床

短辺方向 長辺方向

RF 16960 372 210

6F 14250 388 210 2500 4480 2340

5F 11540 388 210 2500 8020 2640

4F 8830 388 210 2500 10300 2810

3F 6120 388 210 2500 12600 3000

2F 3410 443 210 2500 17200 3460

基礎 700 505 2200 2500 5590 4810

柱

厚さ
(mm)

GL

(mm)
階位置 高さ

(mm)

重量
(ton)

水平剛性(kN/mm)
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(2) 杭のモデル化 

杭は材料非線形を考慮し、移動硬化型のバイリニア特性を持つシェル要素でモデル化する。

シェル要素の材料定数を決定するために、まず JIS
4.22)に準拠した PHC 杭断面に対して平面保

持の仮定の下でファイバー解析を適用し、杭の曲げ変形特性を把握する。コンクリートと鉄

筋の諸元は表 4-3 に示す数値を用い、断面に対して予めプレストレスによる初期応力と杭 1

本あたりの長期軸力に相当する 800kN の軸力を作用させている。上記の解析で得られた曲げ

変形特性を以下、「JIS 規格値」と称する。次に、杭のみの有限要素モデルに対して長期軸力

作用下で静的曲げ解析を行い、杭の曲げモーメント－曲率関係が JIS 規格値に適合するよう

にシェル要素の初期剛性と降伏応力を決定する。図 4-10 に杭の曲げモーメント－曲率関係を

有限要素解析と JIS 規格値で比較して示す。両解析結果は概ね適合している。 

杭の境界条件は、杭先端は鉛直変位のみを固定、水平変位および回転を自由とし、杭頭は

基礎盤に剛接する。 

 

表 4-3 ファイバー解析に用いた材料定数 

 

 

 

図 4-10 PHC杭の曲げ変形特性 
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(3) 地盤のモデル化 

表層地盤はボーリング結果に基づいて 4 層の地盤にモデル化し Mohr-Coulomb 条件に従う

弾完全塑性体としてモデル化する。また、杭先端を支持している地盤は Vs=450m/s の弾性体

でモデル化する。本解析では表層地盤を弾完全塑性体としてモデル化するため、表層地盤の

初期せん断剛性として ρ・Vs
2（ρ：密度、Vs：せん断波速度）から算出される値を用いると地

盤が塑性ひずみに達するまでの地盤剛性を大きく評価すると考えられる。これを避けるため

に、表層地盤のせん断剛性は 0.5ρ・Vs
2に低減した値を使用する。地盤の内部摩擦角は岸田・

中井による(4-2)式 4.23)、ダイレイタンシー角は(4-3)式 4.24)を用いて算出した。 

 45and25)4(8  N      (4-2) 

 30         (4-3) 

ここに、θ：内部摩擦角(°)、N：N 値、ψ：ダイレイタンシー角(°) 

弾完全塑性モデルの地盤への適用性について、秀川ら 4.25)は杭基礎構造物の遠心振動実験と

そのシミュレーション解析での中で、地盤のせん断応力－せん断ひずみ関係を弾完全塑性近

似しても妥当なシミュレーション結果が得られることを確認している。また、弾完全塑性モ

デルの G.L.-3.5m 位置におけるせん断応力－せん断ひずみ関係の骨格曲線を、4.3.4 項で述べ

る Ramberg-Osgood モデルと比較して図 4-11 に示す。弾完全塑性モデルの骨格曲線は、せん

断ひずみ 0.5%程度までは Ramberg-Osgood モデルに概ね適合する。ただし、大ひずみ域での

モデルの適用性や、弾完全塑性モデルに与える初期剛性の定め方については検討の余地があ

り、今後の課題としたい。 

地盤の境界条件は、地盤側面を繰返し境界とする。地盤底面は剛基盤として地動加速度を

入力する。 

 

 

図 4-11 表層地盤のせん断応力－せん断ひずみ関係（GL-3.5m） 
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(4) 地盤－杭間および地盤－基礎盤間の接触条件 

地盤－杭および地盤－基礎盤の境界には、滑り、剥離、および再接触を考慮可能なペナル

ティ法に基づく接触条件を与える。接触面の接線方向に対する静止・動摩擦係数はともに tanθ

（θ：地盤の内部摩擦角）とする。ペナルティ法の詳細については 2.4 節を参照されたい。 

 

(5) 減衰 

解析モデルには地盤－杭－上部構造連成系の弾性1次固有周期に対して減衰定数5%となる

ように、(4-4)式で決まる質量比例型の減衰を与える。 

 ][][ MC          (4-4) 

 
112 h          (4-5) 

ここに、[C]：減衰マトリクス 

 [M]：質量マトリクス 

 ω1：1 次固有円振動数（=2π/T1） 

 T1：1 次固有周期 

 h1：1 次固有周期に対する減衰定数 

固有値解析より得られた表層地盤および地盤－杭－上部構造連成系の弾性 1 次固有周期は、

それぞれ 0.288 秒、0.325 秒である。比例減衰を質量比例型としたのは、本解析が陽解法によ

ることが理由である。 
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(6) 解析結果の出力位置 

図 4-12 に、地盤と上部構造の加速度・変位の出力位置を示す。加速度・変位は南向きを正

とし、それぞれ絶対加速度と工学的基盤（G.L.-11m 位置）に対する相対変位で評価する。地

盤応答については、対象建物および繰返し境界から十分離れた位置に出力点を鉛直 1 列に設

け、その応答結果を自由地盤応答とみなしている。また、地盤の時々刻々の変位分布を(4-6)

式により 1 階微分することで、地盤のせん断ひずみを算出している。 

i

ii

i
h

uu




 1         (4-6) 

ここに、ui：地表から数えて i 番目の節点の変位 

 Δhi：i 番目と i+1 番目の節点間の距離 

上部構造の加速度応答については、各階床スラブの中心で出力する。また、上部構造各層の

柱脚に作用するせん断力を合計して、層せん断力を出力する。 

杭の応答について、本解析では杭の損傷度を曲率によって評価する。杭の曲率は、図 4-13

に示す杭断面の両端の要素で出力した軸ひずみを用いて(4-7)式より算出する。 

d

21 



         (4-7) 

s

s
n

tBd
2cos)(         (4-8) 

ここに、ε1：正側の要素で得られた軸ひずみ 

 ε2：負側の要素で得られた軸ひずみ 

 d：要素中心間の距離 

 B：杭の外径 

 ts：シェル要素の厚さ 

 ns：杭の円周方向に対する要素分割数(=16) 

杭の変位は図 4-13 に示す位置で出力し、杭先端（工学的基盤位置）に対する相対変位を用い

る。また、杭の断面力として軸力とせん断力を出力する。さらに、せん断力の深さ方向分布

を(4-9)式を用いて微分することで、杭に作用する水平地盤反力を算出する。 

i

ii

i
h

QQ
p




 1

        (4-9) 

ここに、Qi：杭頭から数えて i 番目の断面に作用するせん断力 

 Δhi：i 番目と i+1 番目の断面間の距離 
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図 4-12 地盤と上部構造の加速度・変位出力位置 

 

 

図 4-13 杭断面における軸ひずみ・変位の出力位置 
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4.3.4 震度 7地域における入力地震動の設定 

地震応答解析では入力地震動の設定が重要であるが、兵庫県南部地震時の震度 7 地域の観

測記録はほとんど得られていない。一方で、震度 7 地域からやや外れているものの、対象建

物の 1km程度東方に位置する本山第一小学校で貴重な強震記録 4.18)が得られている。そこで、

この観測記録と、神戸地域の深部不整形地盤モデルを用いた二次元有限要素解析 4.19)により、

対象建物近傍における工学的基盤露頭波を推定し、被害シミュレーションモデルの入力地震

動として用いる。また、比較として安全限界相当の告示波（乱数位相）を用いた地震応答解

析も実施する。 

 

(1) 深部不整形地盤モデルによる工学的基盤波の推定 4.19) 

神戸市の深部地盤には六甲断層系による段差構造があり、この段差が震度 7 地域、いわゆ

る「震災の帯」の出現に寄与したことが指摘されている 4.10),11)。そこで、建物敷地における工

学的基盤露頭波の推定には、永野ら 4.19)が作成した、二次元有限要素法による神戸地域の深部

不整形地盤モデルを用いる。図 4-14 に地震動の推定に用いる本山断面と岡本断面について示

す。両断面とも六甲断層系に直交する N160°E 方向で、本山断面は本山第一小学校、岡本断

面は対象建物近傍を通る断面である。なお、断面方向は A 棟の短辺方向と概ね一致する。 

各断面は反射法解釈図面に基づき、地震基盤(Vs=3,200m/s)から大阪層群上面(Vs=500m/s)を

二次元有限要素でモデル化している。ただし、本山第一小学校は段差構造の近傍に位置して

おり、当該地点に複雑な波動場が発生すると予想されることから、本山断面では大阪層群以

浅に Vs=200m/s、厚さ 20m の堆積層を仮定している。 

深部不整形地盤への地震動の入射条件は、鉛直 SV 波入射を仮定する。境界条件は、側面

をエネルギー伝達境界、底面を粘性境界とする。有効振動数は 0～5Hz とし、有限要素分割は

5Hz で 1 波長 5 節点以上を目安に行っている。 

図 4-15 に、2 つの断面モデルを用いた工学的基盤波の推定手順を模式的に示す。まず本山

第一小学校の観測記録を断面方向の N160°E 成分に変換後、本山断面の深部不整形地盤モデ

ルを用いた逆応答解析により地震基盤位置の地震動を逆算する。続いて、逆算した地震基盤

波を岡本断面の地震基盤位置に入射し、対象建物直下の工学的基盤露頭波を評価する。 

図 4-16 に、以上の手順で推定された建物敷地近傍の工学的基盤露頭波（G.L.-10m 相当）を

示す。比較として、安全限界相当の告示波（乱数位相）も併せて示す。推定波は周期 1.0s の

成分が卓越するパルス性の地震動である。最大加速度は 8.23m/s
2 であり、告示波を大きく上

回る。また、最大速度は 1.46m/s である。文献 4.19)に示されている「震災の帯」における工

学的基盤位置での地盤応答のピーク値は、最大加速度が 8～12m/s
2、最大速度が 1.5～2.0m/s

であり、図 4-16(a)の推定波は概ねその範囲に含まれる。 
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図 4-14 解析断面と地震動評価に用いる深部不整形地盤モデル 4.19) 

 

 

 

図 4-15 推定工学的基盤波の評価手順 
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図 4-16 震度 7地域の推定工学的基盤波および告示波 
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(2) 一次元解析による E+F波の評価 

上記の手順で求めた推定地震動は露頭波（2E 波）である。一方、本解析で用いる地盤－杭

－上部構造連成系モデルの地盤モデル最下部は剛基盤であるため、入力波として別途 E+F 波

を評価する必要がある 4.26)。そこで、図 4-17 に示す一次元有限要素モデルを用いた自由地盤

解析により推定地震動（2E 波）を E+F 波に変換する。解析には有限要素法のコードである

Soil Plus
4.27)を使用する。 

表層地盤は幅、奥行きともに 1m の平面ひずみ要素でモデル化し、材料非線形モデルは

Ramberg-Osgood モデルを用いる。Ramberg-Osgood モデルの初期剛性は ρ・Vs
2、規準ひずみ

と最大減衰定数については砂地盤の標準値 4.28)を採用しそれぞれ 0.1%、21%とする。工学的

基盤は弾性体とする。地盤の境界条件は側面を繰返し境界、地盤底部を粘性境界とする。粘

性境界に与える減衰係数は工学的基盤の密度とせん断波速度の積 ρb・Vsbとする 4.26)。解析モ

デルには減衰として表層地盤の 1 次および 2 次固有周期に対し減衰定数が 2%となるように

Rayleigh 減衰を与える。図 4-16 に示した 2E 波を基盤入力波として地震応答解析を行い、得

られた G.L.-11m 位置の加速度波形を被害シミュレーションで入力する E+F 波とする。 

 

 

図 4-17 一次元解析による E+F波の評価 
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4.4 解析結果 

4.4.1 地盤の応答 

図 4-18、4-19 に、シミュレーション解析より得られた地表位置における加速度、変位の時

刻歴を示す。加速度応答を見ると、パルス性の地震動である兵庫県南部地震波の入力時には

主要動が入力される時刻 1.5s 付近から大振幅の波が数波発生している。変位応答を見ると、

時刻 1.5～1.8s にかけて北向き（負の向き）の変位が急激に増大しており、最大変位は告示波

に比べはるかに大きい。 

図 4-20 に、深さ方向に対する最大加速度、最大変位、および最大せん断ひずみの分布を示

す。最大せん断ひずみ分布を見ると、兵庫県南部地震波を入力した場合、G.L.-5m および

G.L.-10m 付近で地盤が大きく塑性化しており、最大変位分布において杭先端位置に対する地

表の相対変位は告示波よりも大きくなっている。一方、最大加速度分布を見ると、兵庫県南

部地震波の最大加速度は告示波と比較して、基盤位置で約 2 倍となっているが、地表ではほ

ぼ同じとなる。告示波では基盤から地表へと地震波が伝達される際に加速度の増幅が見られ

るが、兵庫県南部地震波では増幅がほとんど認められず、特に G.L.-2m、G.L.-5m および

G.L.-10m の地層境界付近では最大加速度が低減している。これは、兵庫県南部地震波では告

示波に比べ地層境界で地盤が大きく塑性化したことが原因と考えられる。 

ここで、図 4-16(a)に示した推定波と既往の観測記録 4.29)を比較するために、推定波を用い

たシミュレーションで得られた地表加速度、神戸海洋気象台の観測記録（地表、NS 方向。以

下「JMA 神戸」と表記する。）、本山第一小学校の観測記録（1 階、NS 方向。以下「本山」）、

および震度 7 地域に位置する葺合供給所の観測記録（地表、NS 方向。以下「葺合」）につい

て、加速度応答スペクトル(h=0.05)を図 4-21 に重ねて示す。短周期の応答が卓越する JMA 神

戸に比べると、推定波では周期約 1.0 秒の応答が卓越しており、同じく周期 1.0s 付近の応答

が卓越する葺合と比べてもスペクトルのピーク値は大きい。 
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図 4-18 地表加速度の時刻歴 

 

  

図 4-19 地表変位の時刻歴 
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図 4-20 表層地盤の最大応答分布 

 

 

図 4-21 観測記録との比較 
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4.4.2 上部構造の応答 

図 4-22 に上部構造 1F、RF の加速度時刻歴波形と、これより算出した加速度応答スペクト

ル、および各階の最大加速度を示す。波形を見ると、1F、RF とも、地表応答と同様に、パル

ス性の兵庫県南部地震波の入力により発生した大振幅の波が数波見られる。入力地震動の卓

越周期は地盤および上部構造の固有周期に比べて長く、地表および上部構造の応答のピーク

周期は入力地震動の卓越周期とほぼ一致している。1F から RF まで最大加速度は概ね一定で

あり、顕著な増幅は見られない。 

図 4-23 に 1F の層せん断力係数の時刻歴と、最大層せん断力係数分布を示す。ここで、図

中の Cuiは 4.3.2 項で述べた静的増分解析より得られた各層の保有水平耐力を表す。上部構造

の最大応答は保有水平耐力よりも小さく、上部構造はほぼ弾性域に留まっていると判断でき

る。このことは、被害調査結果において上部構造の被害が軽微であったことに対応している。 

 

 

 

 

図 4-22 上部構造の加速度応答 
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図 4-23 上部構造の最大層せん断力分布 
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4.4.3 杭の応答 

建物の北西端に位置し実際に被害が見られた代表杭（P 杭）に着目し、杭頭の曲率の時刻

歴波形と、深さ方向に対する最大曲率の分布を図 4-24に示す。まず杭頭曲率の波形を見ると、

曲率は主要動が入力されている時刻 1.83s で最大値となる。次に、最大曲率分布を見ると、杭

に発生する曲率の中で杭頭が最大となっており、杭頭曲率は終局曲率を超える結果となって

いる。GL-5m および GL-10m の地層境界付近でもやや大きい曲率が発生しているが、いずれ

の応答も降伏曲率未満に留まっている。 

図 4-25 に A 棟平面における各杭の最大杭頭曲率分布を示す。図中の φpは杭の終局曲率を

表す。全ての杭で杭頭曲率は終局曲率を上回っている。被害調査結果で健全な杭も見られた

ことを勘案すると、解析結果は実被害に比べて大きめの評価である。しかし、建物の北西部

に位置する杭の応答が大きくなっており、建物の北西部に損傷度の高い杭が集中していた傾

向と対応している。 
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図 4-24 代表杭（P杭）の曲率応答 

 

 

図 4-25 A棟平面における各杭の最大杭頭曲率分布 
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4.5 告示波（極稀）との比較による杭基礎建物挙動の検討 

4.5.1 告示波（極稀）に対する応答 

次に、図 4-16(b)の告示波に対する対象建物の応答を分析する。図 4-26 に上部構造の各層の

最大加速度と最大層せん断力を示す。告示波では兵庫県南部地震波と異なり、1F から RF へ

地震動が伝わるにつれて加速度が増幅している。上部構造各層の最大層せん断力について見

ると、いずれの層の応答も保有水平耐力を下回っており、告示波と兵庫県南部地震波で最大

層せん断力に大きな違いは見られない。 

図 4-27 に各杭の最大杭頭曲率を示す。図中の φyは杭の降伏曲率を表す。全ての杭について

杭頭の最大曲率は降伏曲率を下回っている。Y1 通りの杭に着目すると、告示波による杭頭曲

率は兵庫県南部地震波の半分以下となっている。 

一方、杭頭曲率最大時における P 杭の杭頭せん断力は、兵庫県南部地震波で 464kN、告示

波で 460kN と、ほぼ一致していることを確認している。次項では、杭頭せん断力が告示波と

ほぼ同じでありながら、杭頭応答が明らかに大きくなった原因について分析する。 
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図 4-26 上部構造の最大応答分布（兵庫 vs.告示） 

 

 

図 4-27 A棟平面における各杭の最大杭頭曲率分布（告示） 
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4.5.2 杭頭応答に対する上部構造慣性力と地盤変位の影響 

杭応力が発生する要因として、上部構造の慣性力が基礎盤を介して杭頭に伝わることによ

る水平力（以下、「杭頭慣性力」と称する。）と、地盤震動による強制変位が考えられる。兵

庫県南部地震波および告示波に対する地震応答解析結果において、両外力が杭に対してどの

ように作用するのかを分析する。図 4-28、4-29 に杭頭せん断力、杭先端位置に対する P 杭お

よび自由地盤の G.L.-1.5m 位置の相対変位、および P 杭の杭頭曲率の時刻歴波形を示す。こ

こで、杭頭せん断力は(4-10)式により算出する。 

 111 amQFall         (4-10) 

ここに、Q1：1F の層せん断力 

 m1：基礎質量 

 a1：1F の加速度 

兵庫県南部地震について見ると、杭頭曲率は時刻 1.83s に最大となる。これと同時刻において、

杭頭慣性力と地盤変位もほぼ最大となっており、かつ杭の変位と同方向に応答している。一

方、告示波について見ると、杭頭曲率は時刻 7.26s に最大となる。同時刻において、杭頭慣性

力も杭の変位と同方向で大きくなっている。地盤変位は杭変位とやや位相が異なり極大値と

はなっていないものの、杭変位と同方向に応答している。以上のことから、両入力地震動に

おいて杭頭慣性力と地盤震動は杭の変位と同方向に作用している。 

図 4-30に杭の曲率が最大となる時刻での深さ方向に対する P杭および自由地盤の変位分布

を示す。告示波では杭頭の変位が地盤変位の約 1.5 倍であり、地盤－杭間に大きな相対変位

が見られる。一方、兵庫県南部地震波では杭および地盤の変位分布は概ね一致しており、地

盤、杭、および上部構造は一体となって変形している。 

続いて、杭頭慣性力のみが杭応力に及ぼす影響を分析するために、兵庫県南部地震波およ

び告示波に対する被害シミュレーションから得られた杭頭せん断力を杭頭に静的に作用させ

る解析を行った。静的解析には図 4-31 に示すように、4.3 節で述べた被害シミュレーション

モデルから上部構造の 2 階以上を取り去った地盤－杭－上部構造連成系モデルを用い、基礎

盤に対し短辺方向に強制変位を与えることで、杭頭に水平力を作用させる。なお、杭に軸力

を与えるため、基礎盤には基礎盤と上部構造の重量を合算した重量を与えている。 

図 4-32に静的解析における P杭の杭頭曲率と兵庫県南部地震波および告示波に対する動的

解析での応答値を比較して示す。兵庫県南部地震波に対する静的解析結果は杭の終局曲率よ

り小さく、上部構造からの慣性力のみでは杭に被害が発生しないことがわかる。また、告示

波に対する応答値は静的解析結果に近い。図 4-30 に示したように、告示波における地盤変位

は小さいため、告示波入力で杭応答が発生する条件は杭頭慣性力のみが作用する条件に近い

といえる。一方、兵庫県南部地震波における地盤変位は大きく、さらに慣性力と同時に同方

向に作用するため同じ慣性力でも静的解析に比べて動的解析の杭頭変位が大きくなり、それ

に伴って杭頭の曲率が大きくなったと考えられる。 

以上より、検討事例においては、上部構造からの慣性力と地盤変位が杭に対してほぼ同時
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に同方向に作用し、さらに地盤変位が大きかったため、両者の重ね合わせによって杭先端に

対する杭頭の相対変位が非常に大きくなった。このことが、杭頭に大きな被害が発生した要

因と考えられる。 

 

 

図 4-28 杭頭曲率および杭に作用する外力の時刻歴（兵庫県南部地震波） 

 

 

 

図 4-29 杭頭曲率および杭に作用する外力の時刻歴（告示波） 
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図 4-30 杭頭曲率最大時における杭および地盤の変位分布 

 

 

図 4-31 地盤－杭－上部構造連成系モデルを用いた静的水平載荷 

 

 

図 4-32 P杭の杭頭応答 
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4.6 杭頭被害の平面的偏りに対する影響因子 

4.6.1 群杭本数の影響 

検討事例では、全ての独立フーティングを群杭で支えており、フーティング 1 個あたりの

杭本数は図 4-33(a)に示すように 2～4 本である。4.2 節で示した被害調査結果では建物北西部

の 2 本杭に杭頭被害が偏って見られた。本項では、このような被害の平面的偏りに対して群

杭本数が及ぼす影響を分析するため、損傷が集中した群杭の本数を部屋して各フーティング

の群杭本数を均等にし、群杭本数の平面的偏りを解消した仮想建物を対象として応答解析を

実施する。 

 仮想建物の基礎伏図を図 4-33(b)に示す。仮想建物の敷地地盤および上部構造の条件は、4.4

～4.5 節で被害解析を実施した被害建物と共通とし、杭基礎については被害建物と同じ杭径・

杭種の杭を各フーティングに 3 本ずつ配置する。なお、仮想建物の応答解析に際しては、建

物の対称性を考慮し 1/2 モデルを用いる。 

 

 

図 4-33 被害建物と仮想建物の基礎伏図 
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 図 4-34 に建物平面について最大杭頭曲率分布を示す。被害建物、仮想建物の両建物で X1 通

りの北寄りに位置する杭（図中●印の杭）の杭頭曲率が大きい。図(c)に、●印の杭に着目し、

Y1～Y6 通りの最大杭頭曲率を被害建物と仮想建物で比較して示す。仮想建物では実建物に比

べて北西端の杭の杭頭曲率が小さくなっており、杭頭曲率の平面的な偏りが小さい。 

 被害建物で最大杭頭曲率に分布が生じた理由を考察するため、図 4-33(a)に示した P～R 杭

について、杭頭の曲率が最大となる時刻での深さ方向に対する地盤反力の分布を図 4-35 に示

す。P～R 杭はそれぞれ X1 通り上の 2 本杭、4 本杭、3 本杭の中の 1 本である。杭によらず地

層境界に近い G.L.-4.75m 位置に地盤反力が集中している。同深さの地盤反力を比べると、P

杭の地盤反力は他の杭に比べて大きく、P 杭の杭頭曲率が大きいことと対応している。 

図 4-36 に P 杭の最大杭頭曲率発生時刻について、杭周地盤の G.L.-4.75m 位置における相当

塑性ひずみの平面分布を示す。この時、杭は北向き（紙面上向き）に変位している。杭の前

方（北側）の地盤について見ると、P～R 杭のいずれの杭の前方においても相当塑性ひずみの

大きい領域が広がっている。また、Q、R 杭では、もう 1 本の前方杭との間でも地盤の塑性化

が進行しており、変位直交方向に並ぶ杭の間で群杭効果が現れている。このことと図 4-35 と

を合わせて考察すると、単独の前方杭となる P 杭に比べて、Q、R 杭は並列するもう 1 本の前

方杭との間でも群杭効果が現れるために、杭 1 本あたりに生じる地盤反力が小さくなった。

このことから、Q、R 杭の水平地盤剛性は P 杭に比べ低下し、Q、R 杭の応答が小さくなった

と考えられる。 
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図 4-34 A棟平面における各杭の最大杭頭曲率分布 
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図 4-35 P杭の杭頭曲率最大時における P～R杭の地盤反力分布 

 

 

 

図 4-36 P杭の杭頭曲率最大時における 

杭周地盤の相当塑性ひずみ分布（G.L.-4.75m） 
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4.6.2 隣接建物の影響 

4.5 節までの被害シミュレーションでは、対象建物（A 棟）に隣接する B 棟を無視して地震

応答解析を行った（以下、この時に用いた解析モデルを「A 棟モデル」と称する。）。一方で、

建物に隣接して別の建物が存在する場合、建物同士の間で相互作用が生じることが指摘され

ている 4.30)。そこで本項では、B 棟が A 棟の杭被害に及ぼす影響を分析するために、図 4-37

に示すように、A 棟と B 棟の両方を有限要素でモデル化した「2 棟モデル」を用いて、被害

シミュレーションを行った。 

表 4-4 に B 棟の上部構造の諸元を示す。B 棟については、地震動を長辺方向に入力するた

め、上部構造各層の水平剛性として長辺方向の初期剛性を与える。柱は塑性化を考慮し、弾

塑性体のビーム要素とする。ビーム要素に与える降伏応力は、長期軸力作用下で水平力を層

ごとに静的に作用させた際に、層せん断力係数 0.5・Ai（Ai：Ai 分布）で柱の両端が全塑性曲

げモーメントに達すると仮定して、(4-11)、(4-12)式を用いて決定する。 
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ここに、σy：ビーム要素に与える降伏応力 

 Mpn：長期軸力作用下における柱の全塑性曲げモーメント 

 Zp：柱の断面係数 

 N：柱 1 本あたりに作用する長期軸力 

 A：柱の断面積 

 nc：柱本数 

 h：柱の内法長さ 

 Ai：Ai 分布 

 Wi：第 i 層が支える重量 

また、ビーム要素の降伏後の硬化係数として、初期剛性の 1/100 倍の剛性を用いる。B 棟の上

部構造の弾性 1 次固有周期は基礎固定時で 0.259 秒である。A 棟－B 棟間はエキスパンショ

ン・ジョイントで連結されているが、本検討では A 棟の応答に対する B 棟の影響を大きくす

ることを意図して、解析モデルの基礎盤どうしを剛接する。A 棟のモデル化、地盤構成、お

よびその他の解析条件は A 棟モデルと同じである。 
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図 4-37 2棟モデルの全体図 

 

表 3.3-1 上部構造（B棟）の諸元 
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図 4-38 に A 棟平面における最大杭頭曲率分布を示す。B 棟の有無によらず、全ての杭の杭

頭で終局曲率を上回っている。図(c)に X1 通り北側に位置する杭（図中●印の杭）の応答を B

棟の有無によって比較して示す。B 棟を考慮した場合は B 棟を無視した場合に比べ Y1 通り

の杭の杭頭曲率は大きく、Y4 通りの杭の杭頭曲率は小さくなっており、建物の北西部に被害

が集中する傾向が強く現れている。よって、B 棟を考慮する方が被害調査結果とより良く対

応する。 

B 棟の存在によって北西端の杭の杭頭曲率が大きくなった理由を考察するため、B 棟との

距離が異なる P～R 杭の応答に着目する。図 4-39 に、杭頭の曲率が最大となる時刻での深さ

方向に対する曲率の分布を A 棟モデルと 2 棟モデルで比較して示す。B 棟に近い Q、R 杭に

着目すると、G.L.-5m付近における 2棟モデルの曲率はA棟モデルの半分程度となっており、

B 棟の存在により曲率の分布形状が異なっている。 

同時刻での P～R 杭の地盤反力の深さ方向に対する分布を図 4-40 に示す。Q、R 杭の

G.L.-4.75m 付近の地盤反力を見ると、2 棟モデルの地盤反力は A 棟モデルの半分程度となっ

ており、G.L.-5m 付近の曲率が小さかったことと対応する。 

同時刻での P～R 杭前方地盤の応答性状を把握するために、各杭から北（前方）へ約 2m 離

れた位置における地盤変位の深さ方向に対する分布を図 4-41 に示す。G.L.-5m 付近の地盤変

位に着目すると、P 杭前方地盤では B 棟の有無に関係なく概ね変位が等しいのに対し、Q、R

杭前方地盤では B 棟を考慮した場合の変位が小さくなり、B 棟の影響を受ける。 

同時刻での Q 杭変位と Q 杭前方地盤変位の分布を重ねて描いたものを図 4-42 に示す。

G.L.-5m の地層境界付近に着目すると、杭－前方地盤間の相対変位は、A 棟モデルの 18mm に

比べて 2 棟モデルは 13mm で約 7 割に低減する。これより、2 棟モデルにおいて Q、R 杭の

G.L.-5m 付近での地盤反力が A 棟モデルより小さくなったと考えられる。さらに、B 棟が Q、

R 杭の地盤反力に及ぼす影響が杭頭にも現れて Q、R 杭の杭頭曲率が小さくなり、建物の北

西部に杭頭被害が集中した傾向が強まる。 
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図 4-38 A棟平面における最大杭頭曲率分布 
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図 4-39 杭頭曲率最大時での P～R杭の曲率分布 

 

 

図 4-40 杭頭曲率最大時における P～R杭の曲率分布 
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図 4-41 杭頭曲率最大時における P～R杭前方地盤の変位分布 

 

 

図 4-42 Q杭とその前方地盤の変位分布の比較 
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4.7 本章のまとめ 

本章では、1995 年兵庫県南部地震の震度 7 地域で杭頭が損傷した杭基礎建物を三次元有限

要素法で正確にモデル化し、建設地点で計算した工学的基盤波を入力動とする被害解析を行

った。以下に得られた知見をまとめて示す。 

① 対象建物の被害として、上部構造の被害は軽微だったが杭頭に被害を受けたため、杭基

礎建物全体が傾斜した。 

② 上部構造の応答層せん断力は保有水平耐力を下回り、被害状況と概ね対応した。 

③ 上部構造からの慣性力とほぼ同時に大きな地盤変位が同方向に杭に作用したしたために、

杭頭での塑性化が進行したことを明らかにした。 

④ 建物北西部で発生した杭頭の被害については、本数が少ない独立フーティングの群杭の

ために杭周地盤抵抗が大きくなり上部構造の慣性力の分担が大きくなったこと、さらに

建物北東部にあった隣接建物の存在により北西部の杭に大きな慣性力が生じたことを示

した。 

以上より、兵庫県南部地震のような現行の設計レベルをはるかに超える極大地震において

は、杭頭の損傷に対しても上部構造の慣性力に加えて地盤変位が大きく影響する。大地震を

見据えて杭基礎を設計するにあたっては、非液状化地盤であっても、上部構造からの慣性力

だけでなく、地盤変位をいかに精度良く評価するかが重要と考えられる。また、被害解析の

精度について、本検討のモデル化で杭被害をある程度定量的に把握することはできるものの、

改善の余地があると考えられる。今後も実証データおよびシミュレーション解析の蓄積が必

要と考えられる。 
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第 5章 2016年熊本地震での杭被害解析 

 

5.1 はじめに 

2016 年熊本地震では、4 月 14 日の地震(Mj6.5)と 4 月 16 日の地震(Mj7.3)で震度 7 を記録す

る極大地震が連続して発生した。特に後者の地震においては、震央の近傍に位置する KiK-net

益城観測点(KMMH16)
5.1)で 1G を超える大振幅地震動が観測され、周期 1s 付近で卓越するパ

ルス性の地震動であった点が特徴といえる。 

地震発生後、各機関および学会等によって精力的に被害調査が行われた 5.2)。主な地震被害

として、震度 7 を観測した益城町および西原村を中心に多くの木造家屋が倒壊し、山間部で

大規模な土砂崩れが発生したほか、平野部の軟弱地盤で液状化が発生した。また、益城町の

実地調査では、地盤－基礎系の変状が多数確認された。益城町中心部は北へ行くほど標高が

高い緩やかな傾斜地となっているが、土地の造成に伴う擁壁において写真 5-1 に示すような

亀裂や崩落が見られた。また、RC造の集合住宅では、建物近傍地盤に写真 5-2に示すような

亀裂が見られており、Local Nonlinearityによって建物の応答に影響を及ぼしたと考えられる。

杭基礎の被害については 2016 年 11 月現在、あまり報告されていないが、上記のような地盤

の変状と地震動の大きさを踏まえると、何らかの被害が発生していると推測できる。 

そこで本章では、4月 16日の地震の益城観測波を入力動として、擁壁による段差を有する

仮想杭基礎建物に対して三次元有限要素法による被害シミュレーションを実施する。5.2節で

は、対象建物の概要と被害調査結果について述べる。5.3節および 5.4節では解析結果を示し、

杭の被害要因を分析する。 
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図 5-1 擁壁の被害 

 

 

図 5-2 RC造建物近傍の地盤に発生した亀裂 

 

 

 

  

(a) 文化施設 (b) 庁舎

(a) 集合住宅A (b) 集合住宅B
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5.2 対象建物と解析方法 

5.2.1 対象建物 

図 5-1 に、解析対象とする仮想杭基礎建物の配置図、南北断面図および杭伏図を示す。上

部構造は東西に長い板状の平面を有する 9×1 スパン、4 層の RC 造の集合住宅である。第 4

章で検討対象とした集合住宅と単位床面積あたりの質量が同等となるように、2F～RFの質量

を各 750t、基礎盤の質量を 1,000t とする。建物の長辺は東西軸に比べて約 11°ずれている。建

物の西側および南側の道路は建物位置よりも標高が低くなっており、建物－道路間は最大高

さ 3.6mの擁壁で段差となっている。杭は各柱下に場所打ち杭を配置し、現行の許容応力度設

計に基づく 1次設計により杭径を 1,300mm、主筋を 14-D25 (SD345)としている。杭先端は支

持層に 2m、基礎盤は地盤に 1.5m 根入れしている。敷地地盤の地層層序と材料定数を表 5-1

に示す。土質とせん断波速度は KiK-net 益城のボーリングデータを参考に設定している。非

線形パラメータの算出にあたっては、まず道路橋示方書 5.3)の(5-1)式より、N 値を逆算した。 











sandfor)501(80

clayfor)251(100

3/1

3/1

NNV

NNV

S

S
     (5-1) 

粘性地盤では、テルツァギ&ペック 5.4)を参考に(5-2)式より粘着力を算定した。 

 )(kN/m2.13,2/ 2Nqqc uu        (5-2) 

砂質地盤では、岸田・中井 5.5)による(5-3)式より内部摩擦角を算定した。 

  4525)4(8 N       (5-3) 
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図 5-1 対象建物の概要 

 

表 5-1 地盤の材料定数 

 

 

  

場所打ち杭
(1300mm)

6 6 6 6 6 6 6 6 6

10

X1

X2

Y1 Y2 Y3 Y4 Y5 Y6 Y7 Y8 Y9 Y10

10m

N

2.6H

3.6H

0H

(unit: m)

α=11°

54

10
X

Y

北南

10

粘土

粘土

砂

凝灰岩
2

3.6
1.5

(unit: m)

(a) 配置図 (b) 南北断面図

(c) 杭伏図

深さ 土質 r  (t/m3) Vs  (m/s) ν   (°) c  (kN/m2)

GL～GL-3m 粘土 1.5 110 0.45 0 20

GL-3m～GL-9m 粘土 1.5 240 0.45 0 180

GL-9m～GL-15m 砂 1.8 240 0.35 39 1

GL-15m～ 凝灰岩 2.0 500 0.35 － －



5-5 

5.2.2 解析方法と解析モデル 

解析は三次元非線形有限要素法により行い、地盤、基礎および上部構造を図 5-2 に示すよ

うに三次元有限要素でモデル化する。解析コードは LS-DYNA
5.6)を用いる。本解析では、解析

パラメータとして、建物近傍の擁壁による段差の有無及び地震動の入力方法を考える。擁壁

については、図 5-1(a)に示した建物近傍の段差をモデル化した「段差あり」と、地盤を平坦に

した「段差なし」を考える。地震動の入力方向は、建物の長辺一方向に入力する「長辺入力」

と、短辺一方向に入力する「短辺入力」を考える。 

 

(1) 上部構造のモデル化 

 上部構造は、2F～RFの床スラブと基礎盤を剛体でモデル化する。 

 

(2) 地盤のモデル化 

 表層地盤は弾塑性体のソリッド要素でモデル化する。弾塑性体のせん断応力－せん断ひず

み関係の骨格曲線は、図 5-3 に示すような多折れ線モデルとする。多折れ線は(5-4)式で定義

される双曲線モデルに内接しており、加振前の静止状態において、初期剛性はr・Vs
2（r：密

度、Vs：せん断波速度）、せん断強度はMohr-Coulomb 規準より定まる(5-5)式の強度を用いて

いる。 

 

max0

0

/1 




G

G


         (5-4) 

 


 cossin
2

max chv 


       (5-5) 

ここに、v：上載圧、h：静止土圧、：内部摩擦角、c：粘着力 

履歴則はMasing則を用いている。砂質地盤では拘束圧依存性を考慮するために、せん断応力

－せん断ひずみ関係=f(p,)を、時々刻々の圧力 p に応じて(5-6)式の通りにスケーリングして

いる。 

 







 

p

p
p

p

p
p 0

0

0

,),(       (5-6) 

ここに、p0：加振前の静止状態における圧力 

一方、粘性地盤では、せん断応力－せん断ひずみ関係を圧力 pによって変化させない。工学

的基盤は弾性体としてモデル化する。 

 地盤の境界条件は、底面は粘性境界（単位面積あたりの減衰係数：r・Vs）5.7)として工学的

基盤位置の地震動を入力し、側面境界は自由境界とする。 
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(3) 杭のモデル化 

 杭は、コンクリートの部分をソリッド要素、鉄筋を断面積の等価なシェル要素でモデル化

する。コンクリートおよび鉄筋の応力－ひずみ関係を図 5-4、材料定数を表 5-2に示す。コン

クリートの材料特性は圧縮側と引張側で異なり、圧縮側は von Mises 条件に従う弾塑性体とし

て挙動し、引張側は引張強度に達した後応力を解放する。鉄筋の材料特性は、von Mises条件

に従う移動硬化型の弾塑性モデルとする。図 5-5に、軸力の違いによる杭体の曲げモーメン

ト－曲率関係を示す。図中には比較としてファイバー解析の結果も併せて示す。有限要素モ

デルは、要素に発生する第 2、第 3主応力の影響によりファイバーモデルに比べ降伏後の曲

げモーメントをやや大きく評価するものの、圧縮軸力が大きくなるにつれ曲げ剛性が大きく

なる傾向を概ね再現している。 

 

(4) 地盤－基礎間の接触条件 

地盤－基礎盤の境界には、滑り、剥離、および再接触を考慮可能なペナルティ法に基づく

接触条件を与える。接触面の接線方向に対する静止・動摩擦係数はともに tanθ（θ：地盤の内

部摩擦角）とする。ペナルティ法の詳細については 2.4 節を参照されたい。なお、地盤－杭

間は密着条件とする。 

 

(5) 減衰 

解析モデルには地盤の弾性 1次固有周期に対して減衰定数 5%となるように、質量比例型の

減衰を与える。地盤の弾性 1次固有周期は 0.28sであり、地盤－杭－上部構造連成系の固有周

期は表 5-3に示す通りである。 
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図 5-2 三次元有限要素モデル（段差あり） 

 

 

図 5-3 地盤のせん断応力－せん断ひずみ関係（GL-1.5m）  
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図 5-4 杭体の応力－せん断ひずみ関係  

 

表 5-2 杭体の材料定数  

 

 

 

図 5-5 杭体の曲げモーメント－曲率関係  

 

表 5-3 連成系の固有周期  
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5.2.3 入力地震動の設定 

本解析で用いる工学的基盤波は、KiK-net 益城観測点で得られた 4月 16日の地震(Mj7.3)の

地表面観測波より、線形の一次元重複反射理論に基づいて逆算する。なお、前述のように建

物の長辺、短辺はそれぞれ東西軸、南北軸に対して約 11°ずれているので、地表面での観測記

録の方位を建物の長辺および短辺に合うように補正した後で逆応答解析を行っている。また、

逆応答解析に用いる地盤モデルの底面は粘性境界としている。 

図 5-6に、逆算した工学的基盤位置の地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル

を示す。長辺方向、短辺方向ともに周期 1.0s付近で卓越する継続時間の短い地震動である。

長辺方向の入力波は特に大きく、全ての周期帯で告示スペクトル（極稀）を上回っている。

最大加速度の発生時刻は長辺方向で 4.5s、短辺方向で 6.3s である。 

 

 

図 5-6 逆算工学的基盤波の加速度時刻歴波形と 

加速度応答スペクトル（h=5%） 
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5.3 解析結果 

(1) 自由地盤解析の結果 

図 5-7に、自由地盤における地表面の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトルを示す。

また図中には入力波形(GL-25m)の加速度応答スペクトルも示す。まず長辺方向について見る

と、観測記録は周期 0.4sと 1.0sで加速度応答スペクトルが大きく、時刻 4.7s に 1Gを上回る

最大加速度が発生するが、解析結果は周期 0.4s の加速度応答スペクトルが小さく、最大加速

度は小さくなっている。これは、5.2.3項で述べた逆応答解析を線形計算によって行ったこと

と、地盤の材料非線形のモデル化によると考えられる。一方、短辺方向について見ると、解

析結果は最大加速度をやや小さく評価するものの、周期 0.3s における加速度応答スペクトル

のピークを概ね捉えている。 

図 5-8に、地盤の最大加速度および最大相対変位の深さ方向に対する分布を長辺入力と短

辺入力で比較して示す。ここで、相対変位は地盤モデル底面(GL-25m)を基準としている。入

力レベルの大きい長辺入力では、最大加速度は GL-3mの地層境界で低減するが、相対変位は

大きく増大している。一方、短辺入力では、加速度分布は深さによらず概ね一定となってお

り、増幅はあまり見られない。 
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図 5-7 自由地盤における地表面の加速度時刻歴波形と 

加速度応答スペクトル（h=5%） 
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図 5-8 自由地盤の最大応答 
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(2) 上部構造の応答 

図 5-9、10に、上部構造頂部(RF)の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトルを示す。また

図中には GL、1Fの加速度応答スペクトルも示す。長辺入力では、擁壁の有無によらず、RF

の応答波形は主要動が入力される時刻 4～6s で振幅が大きくなり、周期 1s 程度の波が数波見

られる。また、GL、1F、RFの加速度応答スペクトルはほぼ同程度となる。短辺入力では、

擁壁の有無によらず、RFの応答振幅は主要動が入力された後の時刻 7～8s で大きくなってい

る。加速度応答スペクトルは、周期 0.2s 付近で GL、1F、RFの順に応答が大きくなる。RF

の応答が 1Fよりも大きくなるのは、基礎のロッキングの影響による。 

 

 

図 5-9 上部構造頂部(RF)の加速度時刻歴波形 
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図 5-10 上部構造頂部(RF)の加速度応答スペクトル（h=5%） 
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(3) 杭の応答 

図 5-11に、各杭の最大曲げモーメント分布と最大せん断力の深さ方向分布を示す。まず長

辺入力について見ると、杭応力は杭頭とGL-9mおよびGL-15mの地層境界付近で大きくなる。

この中で、GL-9mおよび GL-15mの曲げモーメントは主に地盤震動の影響によるものである。

A杭の杭頭応力は B杭よりも大きく、その差異は擁壁ありの場合に一段と大きくなっている。

次に、短辺入力について見ると、杭応力は杭頭と GL-15m付近で大きくなっている。後述す

る変動軸力による杭の曲げ剛性の変化により、A杭の杭頭応力は B杭よりもやや大きくなっ

ている。 

図 5-12に、各杭の杭頭における最大曲げモーメントおよび最大せん断力の平面分布を示す。

長辺入力時には、杭頭応力は建物の西側に位置する杭で大きくなっており、この傾向は擁壁

ありの場合に一段と顕著に見られる。一方、短辺入力時には、杭頭応力は建物の南側に位置

する杭で大きくなっている。擁壁なしの場合、東西方向の杭頭応力分布は対称形となるが、

擁壁ありの場合は建物の西側に位置する杭の杭頭応力がやや大きくなっている。 

図 5-13に、長辺入力時における杭頭の曲げモーメント、せん断力および軸力の時刻歴波形

を示す。擁壁の有無によらず、杭頭応力の振幅は、主要動が入力される時刻 4s 以降に大きく

なっている。変動軸力の振幅は長期軸力に比べ小さく、杭の曲げ剛性への影響は小さいと考

えられる。擁壁なしの場合について、A杭の杭頭曲げモーメントが最大となる時刻 4.8sに着

目すると、同杭の杭頭せん断力も同位相でほぼ最大となっている。また、ほぼ同時刻におい

て B杭でも A杭と同程度の最大応力が発生している。 

図 5-14に、短辺入力時における杭頭応力の時刻歴波形を示す。軸力の波形を見ると、擁壁

の有無によらず、建物の前後端に位置する A杭と C杭で互いに逆位相の変動軸力が発生して

いる。擁壁なしの場合について、A杭の杭頭曲げモーメントが最大となる時刻 7.7s に着目す

ると、杭頭せん断力も最大となっており、圧縮の変動軸力が作用している。これと同時刻に

おいて、C杭には引張の変動軸力が作用しており、A杭に比べ杭頭曲げモーメントと杭頭せ

ん断力は小さくなる。次に、C杭の杭頭曲げモーメントが最大となる時刻 7.8sに着目すると、

変動軸力の正負が入れ替わり、逆に A杭の杭頭応力が小さくなる。このように、短辺入力で

は変動軸力によって杭の曲げ剛性が変化するために、圧縮側の杭で水平力の分担が多き唸り、

杭応力が大きくなっている。 

図 5-14 に、長辺入力時における各杭の杭頭および GL-14.5mでの曲げモーメント－曲率の

履歴曲線を示す。図中には軸力を変化させて求めた降伏点(My)と終局点(Mu)の軌跡を示して

いる。長辺入力では変動軸力の影響が小さいため、第 1、第 3象限の杭剛性はほぼ同程度と

なる。杭応答は、擁壁の有無によらず、杭頭では降伏点を上回り、GL-14.5m位置では終局点

に近い応答となっており、いずれもループを描いている。 

図 5-15に、短辺入力時における各杭の杭頭および GL-14.5mでの曲げモーメント－曲率の

履歴曲線を示す。短辺入力では変動軸力の影響により第 1、第 3象限で杭剛性が著しく異な

る。すあわち、A杭では圧縮軸力を受ける第 3象限の曲げ剛性が大きく、引張軸力を受ける
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第 1象限の曲げ剛性は小さくなる。C杭では変動軸力の正負が A杭の逆であるため、杭の曲

げ剛性は第 1象限で大きく、第 3象限で小さくなる。各杭の応答は、擁壁の有無によらず、

杭頭、GL-14.5m位置ともに降伏点を下回っている。ただし、本検討は上部構造を剛体と仮定

しており、実状と比べて杭頭に作用する上部構造からの慣性力を小さく評価している可能性

があることには注意を要する。 

 

 

 

 

図 5-11 杭の最大応力分布 
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図 5-12 杭頭の最大応力の平面分布（段差なし） 

 

  

0

3

Y1 Y4 Y7 Y10

M
(M

N
*
m

)

通り番号

0

2

Y1 Y4 Y7 Y10

Q
(M

N
)

通り番号

0

3

Y1 Y4 Y7 Y10

M
(M

N
*
m

)

通り番号

0

2

Y1 Y4 Y7 Y10

Q
(M

N
)

通り番号

X1通り

X2通り

曲げモーメント せん断力

曲げモーメント せん断力

(a) 長辺入力・擁壁なし

(c) 短辺入力・擁壁なし

0

3

Y1 Y4 Y7 Y10

M
(M

N
*
m

)

通り番号

0

2

Y1 Y4 Y7 Y10

Q
(M

N
)

通り番号

曲げモーメント せん断力

X1通り

X2通り

X1通り

X2通り

(b) 長辺入力・擁壁あり

X1

X2

Y1 Y2 Y3 Y4 Y5 Y6 Y7 Y8 Y9 Y10

0

3

Y1 Y4 Y7 Y10

M
(M

N
*
m

)

通り番号

0

2

Y1 Y4 Y7 Y10

Q
(M

N
)

通り番号

曲げモーメント せん断力

(d) 短辺入力・擁壁あり

X1通り

X2通り



5-18 

 

 

図 5-13 杭頭応力の時刻歴波形（長辺入力） 
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図 5-14 杭頭応力の時刻歴波形（短辺入力） 
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図 5-15 杭の曲げモーメント－曲率関係（長辺入力） 
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図 5-16 杭の曲げモーメント－曲率関係（短辺入力） 
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5.4 擁壁の有無が地盤－杭－上部構造連成系の応答に及ぼす影響 

(1) 杭－上部構造系が存在しない地盤の変位応答 

図 5-17に、杭－上部構造系が存在しない地盤における各杭位置での最大変位応答を擁壁の

有無によって比較して示す。長辺入力、短辺入力ともに、擁壁がない場合は杭位置によらず

地盤の変位応答は同程度となるのに対し、擁壁がある場合は擁壁に近い西側の杭の位置で地

表付近の変位応答が大きくなっている。 

  

(2) 地盤－基礎系の残留変形 

図 5-18に、長辺入力による地震応答終了時の地盤－基礎の残留変形図を示す。図では変位

を 20倍に拡大して示している。擁壁の有無によらず、表層地盤全体が西側に変位し、杭およ

び建物もこれに追随している。また建物西側の地盤－基礎間に剥離が見られる。擁壁ありの

場合について建物西側の擁壁に着目すると、建物から離れた位置では西側に大きく変位する

が、建物近傍では杭の拘束効果により変位が小さくなり、両者の相対変位は約 50mmに達す

る。その結果、建物北西端付近の擁壁で大きなたわみが発生している。益城町では RC造建

物近傍の擁壁が損傷した事例が確認させており、建物と擁壁の相互干渉が擁壁の被害要因と

なり得ることが示された。 

 

(3) 上部構造の応答 

図 5-19に、上部構造頂部(RF)の加速度応答スペクトルを擁壁の有無によって比較して示す。

加速度応答スペクトルは擁壁なしと擁壁ありで概ね一致しており、擁壁による段差が建物応

答に及ぼす影響は小さい。 

 

(4) 杭の応答 

図 5-20 に、擁壁近傍に位置する A杭に着目して、最大曲げモーメントと最大せん断力の深

さ方向に対する分布を擁壁の有無によって比較して示す。長辺入力、短辺入力ともに、擁壁

ありの場合は杭頭付近の応力が擁壁なしの場合に比べやや大きくなる。 

図 5-21に、X2 通りにおける杭頭の最大曲げモーメントおよび最大せん断力の平面分布を

擁壁の有無によって比較して示す。長辺入力、短辺入力ともに、擁壁ありの場合の杭頭応力

は擁壁に近い西側の杭で大きくなっている。 
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図 5-17 地震応答終了時の地盤－基礎の残留変形（長辺入力） 
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図 5-18 地震応答終了時の地盤－基礎の残留変形（長辺入力） 

 

 

図 5-19 擁壁の有無による上部構造頂部(RF)の加速度応答スペクトル（h=5%） 
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図 5-20 擁壁の有無による A杭の最大応力分布 

 

 

図 5-21 擁壁の有無による X2通りでの杭頭応力の平面分布 
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5.5 上部構造慣性力と地盤変位が地盤－杭－上部構造連成系の応答に及ぼす影響 

(1) 検討方法 

 本節では段差ありのモデルについて、杭応力として、杭基礎－上部構造全体系モデルの地

震応答(Total)の他に、杭基礎に杭頭荷重を静的に作用させた場合の応力(Inertial)と、2F～RF

を取り去った無質量基礎を有する杭基礎の地震応答(Kinematic)を考える。図 5-22に、各応力

の算出方法の概念図を示す。Inertial 応力の算出にあたっては、基礎盤に対して、全ての杭の

杭頭せん断力の総和が Total の最大値に達するか(Case1)、A杭の杭頭せん断力が Total の最大

値に達する(Case2)まで水平一方向の強制変位を与える。表 5-4に、杭頭せん断力の総和と A

杭の杭頭せん断力の最大値を示す。Kinematic応力の算出にあたっては、上部構造を取り去っ

たうえで、無質量基礎を模擬するために基礎盤の質量密度を全体系モデルの 1/100に設定し、

地震応答解析を行う。なお、両応答を算出する際には、杭の軸力を Total と同等とするために、

取り去った部分の総重量に相当する鉛直力を基礎に作用させている。 

 

(2) 杭の応答 

 図 5-23に、A 杭の最大曲げモーメントと最大せん断力の深さ方向分布を、Total、Inertial、

Kinematicで比較して示す。長辺方向入力では、杭頭の曲げモーメントは Totalで Inertial (Case2)

よりも大きくなっており、上部構造慣性力と地盤震動の両方の影響によって応力が発生した

と考えられる。一方、反曲点(GL-4m程度)より深い位置に着目すると、Kinematic と Totalの

応答は概ね対応しており、主に地盤震動によって応力が発生したと考えられる。次に、短辺

入力について見ると、杭頭の曲げモーメントは Total と Inertial (Case2)で概ね一致しており、

杭頭の応答は主に上部構造慣性力によって発生したと考えられる。 

 図 5-24に、X2通りにおける杭頭の最大曲げモーメントと最大せん断力の平面分布を、Total、

Inertial、Kinematicで比較して示す。長辺入力について見ると、Inertial 応答は全ての杭で概ね

均等であるのに対し、Kinematic 応答は西側に位置する Y1 通りで大きくなっている。これは

5.4節で示したように、擁壁に近い位置の地盤の変位応答が大きかったことによると考えられ

る。短辺入力についても同様に、Inertial 応答は杭位置による違いがあまり見られないのに対

し、Kinematic 応答は Y1 通りで大きくなっており、杭位置による地盤の変位応答の違いが杭

応答に影響を及ぼしたと考えられる。 
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図 5-22 上部構造慣性力と地盤震動の影響の分析方法 

 

図 5-4 Totalの応答結果 
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図 5-23 Total、Inertial、Kinematicによる A杭の最大応力分布 
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図 5-24 Total、Inertial、Kinematicによる X2通りの杭の最大杭頭応力の平面分布 
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5.6 本章のまとめ 

本章では、2016年熊本地震の KiK-net 益城地点での観測波を入力動として、擁壁をもつ段

差地盤上に建つ仮想杭基礎建物の応答解析を三次元有限要素法を用いて行った。本解析では

杭基礎として、1次設計に準拠した断面性能をもつ場所打ち RC杭を想定した。以下に得られ

た知見をまとめて示す。 

① 有限要素モデルの工学的基盤位置に入力する地震動は、KiK-net 益城観測点での地表面観

測記録より一次元重複反射理論に基づいて逆算した。入力地震動は、周期 1s の成分が卓

越するパルス性の地震動であった。その最大加速度は長辺方向で 6.84m/s
2、短辺方向で

4.06m/s
2であり、特に建物長辺方向の地震動が大きく、全ての周期帯で極稀レベルの告示

スペクトルを上回っていた。 

② 入力動が大きかった建物長辺方向では、上部構造からの慣性力と 136mmに及ぶ地盤変位

が同時に作用したことにより杭頭の曲げモーメントが大きく、さらに地中部では地盤変

形による曲げモーメントが大きくなり、杭被害が発生している可能性を示した。 

③ 入力動が小さかった建物短辺方向では、圧縮方向の変動軸力が大きくなる杭で曲げモー

メントが大きくなる結果であったが、被害の程度は長辺方向に比べ小さくなることを示

した。 

④ 上部構造の加速度応答は擁壁による影響をあまり受けなかった。一方、擁壁の影響で地

盤応答が杭位置により異なるために、擁壁に近い位置の杭頭で曲げモーメントが増大し

ており、擁壁をもつ段差地盤上の杭基礎の設計では擁壁地盤の影響を適切に考慮する必

要があることを示した。 
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第 6章 結論 

 

6.1 本論文のまとめ 

本論文では、極大地震時における群杭基礎の水平抵抗と杭被害の原因を明らかにした。第

1 章では、極大地震で杭基礎建物に発生する非線形相互作用と過去の杭被害の原因について

既往文献を調査し、本論文の位置付けを明確にするとともに、研究目的を示した。第 2 章で

は、乾燥砂地盤内に設置した 25本群杭模型を対象に、大阪大学所有の小型振動台を用いた地

震波入力による加振実験を行い、群杭の水平抵抗性状を実証的に示した。さらに、実験結果

に対して三次元有限要素法によるシミュレーション解析を行うことにより、解析法の有効性

を検証した。第 3 章では、第 2 章で有効性を示した三次元有限要素法を実大群杭に適用し、

杭本数、杭配置、杭間隔、地盤条件および加力方向を変えて群杭の杭一本ごとの杭周地盤抵

抗を算出した。第 4 章では、1995年兵庫県南部地震の震度 7地域で杭頭が損傷した杭基礎建

物を、第 2 章で有効性を示した三次元有限要素法で正確にモデル化し、建設地点で計算され

た工学的基盤波を入力動とする被害解析を行うことで、杭の被害要因を明らかにした。第 5

章では、2016 年熊本地震の KiK-net 益城地点での観測波を用いて擁壁をもつ段差地盤上に建

つ仮想杭基礎建物の被害解析を三次元有限要素法を用いて行い、杭の被害状況を推定すると

ともに、擁壁地盤の応答が杭応答に及ぼす影響を明らかにした。以下に各検討で得られた知

見をまとめて示す。 

 

(1) 群杭基礎建物の模型振動台実験と解析検討 

 

① 入力レベルが大きくなるにつれて、地盤－群杭－上部構造連成系の固有振動数は小さく

なり、地盤の非線形性が杭基礎建物の地震応答に大きな影響を与えることを示した。杭

頭に生じる曲げモーメントは、隅杭で最も大きく、次いで側面杭、中央杭の順に小さく

なり、群杭中の杭位置によって違いが見られた。しかし、入力レベルが大きくなるにつ

れ、杭位置による杭の曲げモーメントや分布形状の違いは小さくなることを示した。 

② 三次元有限要素法による解析結果は、入力レベルの違う上部構造および群杭の応答特性

ともに実験結果と良い対応を示し、解析法の有効性を示した。 

 

(2) 静的水平載荷解析による群杭基礎の杭周水平地盤抵抗 

 

① 列状配置群杭の群杭係数は、並列方向加力で大きく、直列方向加力で小さくなった。一

方、正方配置群杭の群杭係数は、砂質地盤で対角方向に加力した場合にやや大きくなる

ものの、列状配置の群杭に比べると加力方向による影響をあまり受けなかった。 

② 群杭の杭周地盤抵抗は、小変位時には隅杭で大きく中央杭で小さい分布となるのに対し、
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大変位時には前面杭で集中して大きくなり、杭位置によって杭周地盤の抵抗性状が異な

ることを明らかにした。 

③ 粘土地盤に比べ砂質地盤では、杭間隔が狭い場合に杭位置による杭周地盤抵抗の違いが

顕著になることを示した。 

④ 杭周地盤抵抗の加力方向による方向性は、特に隅杭では大きな地盤反力が発生する加力

方向の範囲でが広いことを示した。 

 

(3) 静的水平載荷解析による群杭基礎の杭周水平地盤抵抗 

 

① 対象建物の被害として、上部構造の被害は軽微だったが杭頭に被害を受けたため、杭基

礎建物全体が傾斜した。 

② 上部構造の応答層せん断力は保有水平耐力を下回り、被害状況と概ね対応した。 

③ 上部構造からの慣性力とほぼ同時に大きな地盤変位が同方向に杭に作用したしたために、

杭頭での塑性化が進行したことを明らかにした。 

④ 建物北西部で発生した杭頭の被害については、本数が少ない独立フーティングの群杭の

ために杭周地盤抵抗が大きくなり上部構造の慣性力の分担が大きくなったこと、さらに

建物北東部にあった隣接建物の存在により北西部の杭に大きな慣性力が生じたことを示

した。 

 

(4) 2016年熊本地震での杭被害解析 

 

① 有限要素モデルの工学的基盤位置に入力する地震動は、KiK-net 益城観測点での地表面観

測記録より一次元重複反射理論に基づいて逆算した。入力地震動は、周期 1s の成分が卓

越するパルス性の地震動であった。特に建物長辺方向の地震動が大きく、全ての周期帯

で極稀レベルの告示スペクトルを上回っていた。 

② 入力動が大きかった建物長辺方向では、上部構造からの慣性力と 136mmに及ぶ地盤変位

が同時に作用したことにより杭頭の曲げモーメントが大きく、さらに地中部では地盤変

形による曲げモーメントが大きくなり、杭被害が発生している可能性を示した。 

③ 入力動が小さかった建物短辺方向では、圧縮方向の変動軸力が大きくなる杭で曲げモー

メントが大きくなる結果であったが、被害の程度は長辺方向に比べ小さくなることを示

した。 

④ 上部構造の加速度応答は擁壁による影響をあまり受けなかった。一方、擁壁の影響で地

盤応答が杭位置により異なるために、擁壁に近い位置の杭頭で曲げモーメントが増大し

ており、擁壁をもつ段差地盤上の杭基礎の設計では擁壁地盤の影響を適切に考慮する必

要があることを示した。 
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以上のように、模型振動台実験と三次元有限要素法に基づく解析検討により、群杭基礎の

杭位置による水平地盤抵抗の諸特性を明らかにするとともに、現行の耐震設計のレベル 2 を

上回る大振幅地震動を入力動とする実大杭基礎建物の応答解析により、極大地震における杭

の被害要因を明らかにした。 

 

6.2 今後の課題 

本論文で実施した群杭の静的載荷解析は、限られた範囲の群杭を対象としており、さらに

多くの解析パラメータに対する検討が必要である。特に地盤条件については、均質な砂質地

盤と粘性地盤の代表的なケースについて検討したに過ぎず、地盤定数をより細かく変えた場

合や多層地盤についても検討する必要がある。さらに、模型実験や原位置載荷実験による実

証データの蓄積も不可欠である。 

本論文で算出した杭周地盤ばねを質点系モデルに適用するためには、ばねの力－変形関係

を簡易な数学モデルに置換する必要がある。特に、本論文で明らかにした杭周地盤ばねの加

力方向への依存性を解析に取り入れるためには、解析の整備も必要になると考えられる。ま

た、本論文では杭長方向に一様な変位を与えて水平地盤ばねのみを算出したが、杭基礎の解

析モデルを精緻化するためには、深さ方向や杭どうしで連成する地盤ばねについても算出す

る必要がある。 

本論文で行った被害解析の精度については、本検討のモデル化で杭被害をある程度定量的

に把握することができるものの、改善の余地があると考えられる。今後も実証データおよび

シミュレーション解析の蓄積が必要と考えられる。また、本論文では、板状の中層建物を対

象としたが、より平面規模の大きい建物や、超高層建物などについても検討を行う必要があ

る。 
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